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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 67,889 68,300 74,489 72,090 58,221

経常利益 (百万円) 4,561 4,903 6,318 5,884 3,192

当期純利益 (百万円) 3,013 3,035 4,640 3,777 1,412

純資産額 (百万円) 38,076 38,009 46,959 48,423 46,275

総資産額 (百万円) 72,314 73,427 85,328 82,276 79,320

１株当たり純資産額 (円) 508.79 508.87 604.61 624.52 597.70

１株当たり
当期純利益金額

(円) 37.11 40.63 60.92 49.08 18.58

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.7 51.8 55.0 57.7 57.3

自己資本利益率 (％) 8.2 8.0 10.9 8.0 3.0

株価収益率 (倍) 11.0 15.2 15.6 16.1 21.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,205 5,415 7,910 2,078 5,054

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 3,654 △ 3,734 △ 4,220 2,149 △ 4,596

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 2,906 △ 1,895 △   950 695 △   814

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 2,541 2,610 5,267 10,859 10,599

従業員数 (人) 3,969 4,145 4,343 4,327 4,474

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 56,203 48,897 43,013 42,401 42,636

経常利益 (百万円) 3,438 4,242 5,606 5,309 3,494

当期純利益 (百万円) 2,285 2,795 3,842 4,204 1,379

資本金 (百万円) 8,150 8,150 8,150 8,150 8,150

発行済株式総数 (千株) 83,708 83,708 79,208 79,208 79,208

純資産額 (百万円) 36,239 37,451 45,051 45,831 43,308

総資産額 (百万円) 72,451 68,165 77,691 80,112 75,924

１株当たり純資産額 (円) 484.23 501.39 580.04 602.86 569.82

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

8.00
(3.00)

12.00
(4.00)

16.00
(8.00)

18.00
(8.00)

18.00
(9.00)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 27.99 37.41 50.45 54.62 18.15

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.0 54.9 58.0 57.2 57.0

自己資本利益率 (％) 6.5 7.6 9.3 9.3 3.1

株価収益率 (倍) 14.6 16.5 18.9 14.4 21.9

配当性向 (％) 28.6 32.1 31.7 33.0 99.2

従業員数 (人) 1,020 957 912 872 861

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　１株当たり配当額には、第89期２円、第90期４円、第91期４円、第92期２円の特別配当を含んでおります。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。
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２ 【沿革】

大正８年10月 神戸本社現在地において、故小田源蔵個人経営による木綿ベルトを主製品とする合資会
社三ツ星商会を設立

昭和７年10月 株式会社三ツ星商会を設立、同時に合資会社三ツ星商会を吸収合併

昭和10年６月 三ツ星調帯株式会社に改称

昭和11年３月 コンベヤベルトの製造開始

昭和12年６月 東京都中央区に東京支店を開設

昭和15年10月 Ｖ型ベルトの製造開始

昭和22年１月 自転車用タイヤ・チューブの製造開始

昭和22年11月 香川県に四国工場を建設し、平型ベルトの製造開始

昭和32年５月 歯付ベルトの製造開始

昭和33年７月 大阪証券取引所に株式を上場

昭和36年５月 三ツ星ベルト株式会社に改称

昭和37年１月 愛知県小牧市に名古屋工場を建設し、各種ベルトの製造開始

昭和37年５月 東京証券取引所市場第１部に株式を上場

昭和38年７月 防水シートの製造開始

昭和40年４月 自動車内装部品の製造開始

昭和48年７月 自動車外装部品の製造開始

昭和48年11月 米国に子会社エム・ビー・エル(ユー・エス・エー)コーポレーションを設立、また、愛
知県小牧市に子会社名星工業㈱を設立

昭和52年７月 シンガポール国に子会社ミツボシ ベルティング(シンガポール)プライベート リミ
テッドを設立

昭和52年９月 ㈱三ツ星ベルト神奈川製造所より自動車内装・外装部品の製造設備等を譲り受け、神奈
川工場として発足

昭和55年４月 ＳＦ製品(エンジニアリング ストラクチュラル フォーム)の製造開始

昭和57年10月 ポリウレタン素材によるケミフレックス製品の製造開始

昭和59年７月 フィリピン国に関連会社ミツボシ ベルティング フィリピン コーポレーションを設立

昭和61年９月 滋賀県に滋賀工場を建設(ケーブルコードの樹脂加工設備の増設)

昭和62年12月 タイ国に関連会社ミツボシ ベルティング(タイランド)カンパニー リミテッドを設立

昭和63年３月 米国に子会社エム・ビー・エル(ユー・エス・エー)コーポレーションの製造部門とし
て生産工場を建設

昭和63年９月 インドネシア国に子会社ピー・ティ ミツボシ ベルティング インドネシアを設立

平成９年３月 子会社ミツボシ ベルティング(シンガポール)プライベート リミテッドがインドネシ
ア共和国に設立した子会社ピー・ティ セイワ インドネシアの生産工場完成

平成９年４月 子会社中部三ツ星㈱が子会社北陸三ツ星㈱及び子会社東海三ツ星㈱を統合し、子会社三
ツ星ベルト中日本㈱として営業開始

平成10年６月 子会社中国三ツ星広陵㈱が子会社大阪三ツ星㈱を統合し、子会社三ツ星ベルト西日本㈱
として営業開始

平成11年２月 京都府綾部市に綾部生産システム開発センターを建設し、同施設を運営する子会社三ツ
星ベルト技研㈱を設立

平成12年１月 神戸・東京両本社制の実施

平成12年４月 神戸事業所内にテクノリサーチセンターを増改築

平成12年６月 シンガポール国に子会社エム オー アイ テック プライベート リミテッドを設立

平成12年10月 神戸市長田区の本店社屋を総合管理センターとして増改築し、神戸本社事務所を神戸市
中央区から移転

平成13年８月 子会社エム オー アイ テック プライベート リミテッドがポーランド国に子会社エム
 オー アイ テック ヨーロッパ スプーカ ズー オーを設立

平成13年10月 子会社三ツ星ベルト北日本㈱と子会社東京三ツ星工販㈱を統合し、子会社三ツ星ベルト
販賣㈱として営業開始

平成13年11月 子会社エム・ビー・エル(ユー・エス・エー)コーポレーションよりケミフレックス事
業を子会社ミツボシ ケム コーポレーションとして分社

平成14年６月 子会社エム・ビー・エル(ヨーロッパ)ビー・ブイが子会社上海共星機帯国際貿易有限
公司を設立

平成15年１月 子会社ミツボシ ベルティング(シンガポール)プライベート リミテッドと子会社ミツ
ボシ オーバーシーズ ヘッドクォーターズ プライベート リミテッドの２社を事業統
合
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　平成15年１月 子会社三ツ星ベルト販賣㈱と子会社三ツ星ベルト中日本㈱と子会社三ツ星ベルト西日
本㈱を統合し、子会社三ツ星ベルト販賣㈱として営業開始

平成15年４月 化成品神奈川工場を新設分割により、子会社共星工業㈱として分社

平成15年７月 子会社ミツボシ オーバーシーズ ヘッドクォーターズ プライベート リミテッドがタ
イ国に設立した子会社スターズ テクノロジーズ インダストリアル リミテッドが製造
開始

平成15年10月 化成品事業の製造部門を吸収分割により、子会社名星工業㈱に分社

平成15年10月 執行役員制度導入

平成16年４月 子会社エム オー アイ テック プライベート リミテッドが中国に子会社蘇州三之星機
帯科技有限公司を設立

平成16年10月 化成品事業を新設分割により、子会社三ツ星ベルト化成品㈱として分社

平成18年９月 三ツ星ベルト化成品㈱の全株式を International Automotive Components Group 
Japan,LLCへ譲渡

平成19年12月 子会社ミツボシ ケム コーポレーションを清算
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３ 【事業の内容】

当社及び当社の関係会社(当社、子会社25社及び関連会社２社〈平成20年３月31日現在〉により構成)に

おいて、ベルト、その他(建材、合成樹脂素材、エンジニアリング ストラクチュラル フォーム等)の製造及び

販売等の事業活動を行っております。

当社グループの事業に係る位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。

なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントの区分を変更しております。変更の内容については、

(セグメント情報)の「事業の種類別セグメント情報」の当連結会計年度の(注)３に記載のとおりでありま

す。

〔ベルト事業〕

当部門においては、Ｖ型ベルト、歯付ベルト、伝動機器・装置、運搬ベルト及び装置、ポリウレタン製工業

用品等を製造・販売しております。

当社(以下三ツ星ベルト㈱という。)を中心に、製造については、海外では子会社エム・ビー・エル(ユー・

エス・エー)コーポレーション、ミツボシ オーバーシーズ ヘッドクォーターズ プライベート リミテッ

ド、ピー・ティ セイワ インドネシア、ピー・ティ ミツボシ ベルティング インドネシア、スターズ テク

ノロジーズ インダストリアル リミテッド及び蘇州三之星機帯科技有限公司ほか、国内では子会社三ツ星

ベルト工機㈱及び三ツ星ベルトコンベヤ㈱が行い、また、原材料であるケーブルコードの製造を子会社三ツ

星コード㈱が行っております。

　販売については、国内では子会社三ツ星ベルト販賣㈱ほか、海外では子会社エム・ビー・エル(ヨーロッ

パ)ビー・ブイ、エム・ビー・エル アントリーベテクニック ドイッチェランド ゲーエムベーハー及びエ

ム オー アイ テック プライベート リミテッドほかが行っております。

　また、三ツ星ベルト㈱の生産システムの開発、試作の一部を子会社三ツ星ベルト技研㈱に委託しておりま

す。　

〔その他の事業〕

当部門においては、建材、合成樹脂素材、エンジニアリング ストラクチュラル フォーム等の製造・販売、

当社製造工程の請負等を行っております。

　建材は、三ツ星ベルト㈱が製造・販売を行い、子会社ネオ・ルーフィング㈱が販売・施工を行っておりま

す。

　合成樹脂素材は、三ツ星ベルト㈱が製造を行い、三ツ星ベルト㈱及び子会社三ツ星ベルト販賣㈱で販売を

行っております。

　エンジニアリング ストラクチュラル フォームは、子会社ミベック㈱が製造を行い、当社が販売を行って

おります。

　なお、前連結会計年度に自動車内装・外装部品に係る事業を譲渡したことに伴い、化成品事業の重要性が

低下したため、エンジニアリング ストラクチュラル フォームに係る事業を「その他の事業」に統合して

おります。

　また、生産等の作業の一部を子会社エム・ビ・エル・総合サポート㈱及びエム・ビ・エル・名古屋サポー

ト㈱に委託しております。

　子会社エムエムコート㈱はコミュニティレストランの経営並びに構内の保安業務等を行っております。
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〔事業系統図〕

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　

　
(注)　前連結会計年度に「化成品事業」に含めていたミベック㈱は、「その他の事業」へ統合しております。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な
事業の
内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の
派遣状況 資金

援助
(百万円)

営業上の
取引

設備の
賃貸借

当社
役員
(名)

当社
職員
(名)

(連結子会社)

※　　　　　　　　　　　　　スターズ　
テクノロジーズ
インダストリアル
リミテッド

タイ国
ラヨン県

千タイバーツ

1,200,000ベルト
100.0
(47.17)

4 4 1,663
当社製品の販売
及び製造委託

なし

※　　　　　　　　　　　　エム　オー　
アイ　テック
プライベート　リミテッド

シンガポール国
ジュロン　タウン
地区

千米ドル

26,052〃 65.361 2
当社製品の
販売委託

〃

※
エム・ビー・エル
(ユー・エス・エー)
コーポレーション

米国
イリノイ州

千米ドル

15,272〃 100.02 1 470
当社製品の販売
及び製造委託

〃

※　　　　　　　　　　　　　蘇州三之星
機帯科技有限
公司

中国
蘇州市

千中国元

163,710　〃
65.36
(65.36)

1 2 〃 〃

ミツボシ　オーバーシーズ
ヘッドクォーターズ
プライベート　リミテッド

シンガポール国
ジュロン　タウン
地区

千シンガポール
ドル

7,700
〃 100.03 4 2,350 〃 〃

ピー・ティ　セイワ
インドネシア

インドネシア
共和国
ブカシ市

千米ドル

6,000〃
100.0
(100.0)

5 1,298　　　　〃 〃

三ツ星ベルト技研㈱
神戸市
長田区

400〃 100.02 4 2,162
当社グループ生産
システムの開発、
試作

事務所等貸与

ピー・ティ
ミツボシ　ベルティング
インドネシア

インドネシア
共和国
タンゲラン市

千米ドル

3,000〃 100.0 4 360
当社製品の販売
及び製造委託

なし

※
三ツ星ベルト販賣㈱

東京都
中央区

98 〃 100.02 4 当社製品の販売 事務所貸与

三ツ星ベルト工機㈱
神戸市
西区

98 〃 100.0 3
当社製品の製造・
加工委託

事務所・工場
貸与

エム・ビー・エル
(ヨーロッパ)
ビー・ブイ

オランダ国
ライデン市

千ユーロ

340〃 100.01 2 158当社製品の販売 なし

ネオ・ルーフィング㈱
大阪市
淀川区

50その他
100.0
(88.4)

3
当社製品の販売、
施工

事務所貸与

エム・ビ・エル・
総合サポート㈱

香川県
さぬき市

35 〃 100.0 5
当社製造工程の
請負

〃

ミベック㈱
神戸市
長田区

30 〃 100.01 4 116
当社製品の
製造委託

事務所・工場
貸与

三ツ星コード㈱
滋賀県
高島市

30ベルト 100.01 3
当社材料の
製造委託

なし

エム・ビー・エル
アントリーベテクニック
ドイッチェランド
ゲーエムベーハー

ドイツ国
ノイス市

千ユーロ

76 〃 100.0 2 15当社製品の販売 　　　〃

三ツ星ベルトコンベヤ㈱
愛知県
小牧市

10 〃 100.0 3 485
当社製品の製造・
加工委託

事務所・工場
貸与

エムエムコート㈱
神戸市
長田区

10その他
100.0
(77.0)

3
コミュニティレス
トランの経営等

事務所貸与

エム・ビ・エル・
名古屋サポート㈱

愛知県
小牧市

10 〃 100.0 4
当社製造工程の
請負

　　　〃

その他　２社
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(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有割合」欄の(　)は間接所有割合で内数であります。

３　※は特定子会社であります。

４　上記各社はいずれも有価証券届出書又は有価証券報告書の提出会社ではありません。

５　三ツ星ベルト販賣㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 三ツ星ベルト販賣㈱ (1)売上高 16,660百万円

(2)経常利益 288百万円

(3)当期純利益 153百万円

(4)純資産額 1,720百万円

(5)総資産額 9,038百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

ベルト事業 3,746

その他の事業 566

全社(共通) 162

合計 4,474

(注) １　従業員数は、就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。)であります。

２　全社(共通)は、親会社の管理部門の従業員であります。

３　(セグメント情報)の「事業の種類別セグメント情報」の当連結会計年度の(注)３に記載のとおり、当連結会計

年度より事業区分の変更を行っております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

861 41.8 20.2 6,503

(注) １　従業員数は、就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

提出会社の労働組合はユニオンショップ制であり、その所属上部団体は日本ゴム産業労働組合連合で

あります。

なお、組合員数は706人であり労使関係は安定しており、特記事項はありません。

また、関係会社においては、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、原油をはじめとする資源価格の高騰が続くなか、家計部門での消費停

滞感があったものの、企業部門は堅調な外需に支えられ、好調に推移すると見られました。しかし、夏場以

降には、米国サブプライムローン問題が実体経済にも影響を及ぼし始めたことや原油価格の高騰が一層

強まったことなどにより、国内景気の減速懸念が急速に広まりました。

　海外においては、中国をはじめとする新興・資源国では、景気は堅調に推移したと見られますが、米国経

済ではサブプライムローン問題を契機とした住宅市場の冷え込みと信用市場の混乱が経済全般に拡大

し、景気後退リスクが一段と強まりました。また、欧州でも、ユーロ圏の景況感に国別格差があるものの、

景気の減速感が強まりつつあると見られています。

　このような環境のもと、当社グループは経営の効率化とコスト削減に取り組むとともに、技術力・開発

力の向上と生産体制、販売体制の強化を積極的に進めてまいりました。

　当連結会計年度の当社グループの業績は、化成品事業を譲渡したことによる売上高・利益の減少に加

え、原油・ナフサ価格の高騰に伴う原材料価格高、年度後半からの急激な円高による為替差損の拡大によ

り、売上高582億21百万円(前連結会計年度比19.2％減)、営業利益38億91百万円(前連結会計年度比19.1％

減)、経常利益31億92百万円(前連結会計年度比45.8％減)となりました。

　また、特別損益においては、株価の大幅な下落による投資有価証券評価損９億76百万円を特別損失に計

上した結果、当期純利益は14億12百万円(前連結会計年度比62.6％減)となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績及び所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　ベルト事業

自動車用ベルトは、海外生産工場の能力増強と積極的な営業展開により増加となりました。オート

テンショナーの販売や補修部品の積極的な営業活動も売上増加に寄与しました。

　一方、一般産業用は、国内では農機市場が低調であったことから農業用ベルトが減少し、海外では中

国市場における競争の激化により減少しました。また、ＯＡ機器用も、前連結会計年度にあった金融

端末業界向け特需の反動から減少しました。

　伝動ベルト以外では、運搬ベルトはほぼ横ばい、設備機械の販売は増加となりました。

　その結果、当事業の売上高は498億12百万円(前連結会計年度比2.3％増)となり、営業利益は原材料

高の影響を受けたことなどから、63億45百万円(前連結会計年度比7.8％減)となりました。

　

ａ　日本

自動車用ベルトは、タイミングベルトのチェーン化による減少を、補修市場での積極的な営業活動

やオートテンショナーの販売がカバーし、微増となりました。

　一般産業用は、農業用及びＯＡ用についても低調でありました。　

　

ｂ　アジア

海外生産拠点の拡充に伴い積極的な営業展開を行っており、自動車用ベルトにおいて２輪車用変

速ベルトなどを中心に大幅に増加しました。　

　

ｃ　その他の地域

米国では、自動車用ベルトでタイミングベルトのチェーン化による影響を受けましたが、ビッグ３

向けが好調に推移し、全体ではほぼ横ばいとなりました。ヨーロッパでは、２輪車用変速ベルトの増

加に加え、ユーロ高の影響も売上増加に寄与しました。
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②　その他の事業

その他の事業につきましては、建材部門では、建築基準法の改正に伴う建築確認審査の厳格化など

から工事着工の遅れの影響が出ましたが、建築用防水シートのＯＥＭ供給増がカバーし、増加となり

ました。

　合成樹脂素材は、昨年ハイテク特需のあった高機能樹脂が低迷したことから減少となりました。

　その結果、当事業の売上高は84億８百万円(前連結会計年度比2.3％減)、営業利益は１億82百万円

(前連結会計年度比55.0％減)となりました。

　

なお、平成18年９月29日付の化成品事業の譲渡に伴い、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを

変更しており、前年比較にあたっては、前連結会計年度分を変更後の区分に組み替えて行っております。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度と比較して45億46

百万円減少したほか、長期未払金の増減額が前連結会計年度と比較して47億83百万円減少するなどの減

少要因はありましたが、退職給付引当金の増減額及び仕入債務の増減額が前連結会計年度と比較して47

億37百万円、37億84百万円とそれぞれ増加したほか、法人税等の支払額が前連結会計年度と比較して31億

27百万円減少したこと等により、差引で前連結会計年度と比較して29億76百万円増加の50億54百万円の

収入となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に関係会社株式の売却による収入69億10百万円

を計上した影響で、差引で前連結会計年度と比較して67億45百万円減少の45億96百万円の支出となりま

した。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出が前連結会計年度と比較して11億10

百万円減少したものの、その他の支出が前連結会計年度と比較して24億82百万円増加したことにより、差

引で前連結会計年度と比較して15億９百万円減少の８億14百万円の支出となりました。

　営業、投資、財務の各活動によるキャッシュ・フローの合計額に為替換算差額95百万円を加算し、現金及

び現金同等物の減少額は２億60百万円となり、これに期首残高108億59百万円を加算した結果、現金及び

現金同等物の期末残高は105億99百万円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較にあたっては、前連結会計年

度分を変更後の区分に組み替えて行っております。

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

ベルト事業 48,067 6.4

その他の事業 4,435 △   5.8

合計 52,503 △  14.2

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、外注製品受入高は含まれておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％)受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ベルト事業 48,223 0.5 3,962 0.0

その他の事業 1,773 20.9 156 21.4

合計 49,996 △  22.7 4,118 0.7

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ベルト事業 49,812 2.3

その他の事業 8,408 △   2.3

合計 58,221 △  19.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

資源価格の一層の高騰などの経済環境の変化に迅速に対応するため、三ツ星ベルトグループ全体で一段

と経営の効率化とコスト削減に取り組むとともに、柔軟な生産体制の確立と販売体制の強化並びに強固な

財務体質づくりを推進いたします。また、次世代の産業分野のニーズに対応できる「高機能、高精密、高品質

な製品づくり」を目指すため、引き続き研究開発体制の強化・充実を図り、業績の確保に努めてまいる所存

であります。

グローバル化が一層進展する経済環境のもとで、当社は世界のトップメーカーを目指し、企業体質の強化

を図るため計画的かつ着実に施策を推進してまいります。

(1) 世界に通用する財務体質づくりを目指すため、三ツ星ベルトグループ全体の資産効率の向上を図り、今

後もより一層の体質強化を図ります。

(2) 世界的な技術競争に対応するために、研究開発体制、技術力の強化を図り、基礎技術の蓄積と製品開発

のスピード化を推進いたします。　

(3) 次世代を見定め、よりユーザニーズに対応した高機能、高精密、高品質な製品を生産する製造ラインの

実現に向け、生産システム並びに研究開発の機能充実を図り、独自の優位性を持った新しい考え方を採り

入れた生産システムの確立に取り組んでまいります。　

(4) 世界的なコスト競争に対応するために、世界最適生産体制の確立と徹底したコスト体質づくりを目指

して取り組んでまいります。　

(5) 生産、販売及び物流体制の強化を図るため、立地面の優位性、効率性を重視し、国内外を問わず拠点の統

廃合、再整備を行い、引き続き一層の充実を図ります。　

(6) 人材の確保と育成を図るため、新卒社員の採用も含め専門的知識と経験の豊富な人材の通年採用を積

極的にすすめてまいります。　

(7) 国内外を含めてトップレベルの品質確保を図るため、ISO9001、ISO/TS-16949の認証を維持するととも

に、世界的に環境保全が叫ばれるなか、環境の充実を図るためISO14001認証の維持も着実に行ってまいり

ます。　
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、次のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結会社)

が判断したものであります。

　

(1) 経済状況の変化について

当社グループは、自動車産業、一般産業、情報機器関連産業、建築産業等における機能部品を開発、製造

し、提供する企業であり、その顧客は、日本、米国、欧州、アジア等を主要な市場としております。従って、

各々の業界での需要の変化並びに各々の地域での需要や経済状況の変化によって影響を受ける場合があ

ります。

当社グループの主力製品である伝動ベルトは、自動車産業、一般産業、情報機器関連産業向けを中心と

して納入しており、その各々の業界での需要の低下や設備投資の減少により、結果として、ベルトや装置

を提供する当社製品の需要が減少する場合があり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす場合がありま

す。

また、当社グループが販売する伝動ベルトは、その約70％を海外で生産しており、今後も海外への依存

度が高まることから、海外における経済の悪影響を受ける場合があります。

戦争やテロ、暴動、特殊な伝染病等により、経済活動に急激な打撃を受け、その間、需要が低迷すること

が想定されるが、当社グループの問題として材料の調達や顧客への製品の納入が困難となる場合も想定

されます。当社グループは、顧客への製品納入体制の充実を図るため、様々な対策を既に講じているが、必

ずしも全てのリスクを回避し得るとは限りません。

以上のようなことから、業界の動向や国内・海外の経済状況により、当社グループの業績や財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 価格競争について

当社グループの製品を納入する顧客の主たる産業である自動車、情報機器関連、建築などの業界におけ

る市場競争は極めて厳しい状況にあり、部品メーカーに対する顧客からの要求も厳しい状況であります。

顧客のニーズは適正価格かつ高付加価値の要求が強くなっており、当社グループとしては、高機能、高

精密、高品質な製品の提供を目指し、研究開発体制、技術力の強化・充実を図り、また、全世界に向けて製

品の供給を行うため生産・販売活動の強化を行っており、今後も継続して取り組んでまいります。

しかしながら、当社グループの活動にも拘わらず、競争力の低下により、業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。

　

(3) 自動車産業から受ける影響について

当社グループの営業収益のうち、自動車産業への販売による依存度は約40％強に及んでいることから、

特定の自動車メーカーの系列に属さないものの、自動車産業の景気低迷、顧客企業の業績不振、顧客の部

品調達方針の変更など、当社が管理できない要因により影響を受ける可能性があります。

自動車産業をはじめ全ての顧客に対し、顧客満足度を維持、向上させるため企業として経営に取り組ん

でいるが、これらの状況の変化により当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(4) 材料の調達について

当社グループの生産拠点は、製品の製造に伴う主要原料であるゴム、帆布、ガラス繊維、樹脂など様々な

材料を必要としており、これらの調達については、安定して調達できること、安価であること、品質上問題

がないことなどを考慮し、仕入業者を分散して調達しております。

しかしながら、近年の原油価格の高騰による原材料価格の上昇は、当社グループにとって深刻な問題で

あり、調達コストの上昇を吸収するため、コスト低減活動を積極的に推進しているものの依然として厳し

い状況であります。また、海外からの原材料の調達や海外拠点への原材料供給において輸出入の規制等が

安定的、効率的調達の阻害要因となる可能性もあります。

以上のことから、当社グループが柔軟に原材料の調達ができない場合や、調達コストが著しく上昇する

場合には、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(5) 為替レートの変動について

当社グループは、日本、米国、欧州、アジア等を中心として製品の生産、販売活動を行っております。各地

域の販売活動は輸出も含んでおり、通常取引の上での為替の変動リスクに加え、取引の結果として保有す

る外貨預金、売掛金及び貸付金等の外貨建資産が為替変動の影響を受ける可能性があります。

また、連結財務諸表作成のうえで全て円換算することから、換算時の為替レートにより現地通貨の価値

に変動がなくても円換算後の価値に影響を受ける可能性があります。他の通貨に対する円高(特に当社グ

ループの影響の大きい米ドル及びユーロに対する円高)は、当社グループにとっても業績のうえで悪影響

を及ぼすこととなります。

当社グループは、為替リスクを軽減し、これらをできる限り回避するため様々な施策を講じているが、

短期的な影響には対応できないケースも少なくないことから、業績への悪影響、資産価値の下落などの影

響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 国内外の事業活動における公的規制について

当社グループは、事業を展開する各国において、輸出入に関する規制、関税に関する規制、事業や投資に

関する規制等、様々な制限を受けており、また、独占禁止、特許、租税、廃棄物処理・リサイクルなど環境等

の様々な法的な規制も受けております。従って、これらの経営環境に当社グループの事業活動が柔軟に対

応できない場合には、コストの増加や海外進出をしている国からの事業の撤退を余儀なくされる可能性

があり、当社グループへの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(7) 自然災害等のリスクについて

当社グループの生産拠点において地震・水害等の自然災害により壊滅的な損害を受けた場合には、顧

客への製品の供給が困難となり売上高の減少や修復に伴う一時的な巨額の費用負担が発生する可能性が

あります。このような災害に備えるための危機管理活動の一環として、東南海地震に備えるため、名古屋

工場の設備の再整備や建物の補強及び他工場への生産設備の一部移管を行う一方、四国工場においては

精練棟の増築を行うとともに工場棟のリニューアルを進め、海外の生産拠点に対するバックアップも含

めた生産体制の強化を図り、製品の納入責任体制の充実に取り組んでまいりました。

しかしながら、このような取り組みにも拘わらず、一時的な操業の中断や納入遅れの発生、修復に係る

多大な費用の発生により業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

EDINET提出書類

三ツ星ベルト株式会社(E01098)

有価証券報告書

16/95



５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。　

　

６ 【研究開発活動】

当社グループは「高機能、高精密、高品質な製品の提供を通して社会に貢献する」を経営基本方針に掲

げ、新規技術の開発、周辺技術の研究を通じ基盤技術の一層の充実を図り、流動解析・衝撃解析・応力解析

などのシミユレーション技術を積極的に活用し、多様で変化の速いユーザニーズにタイムリーに対応する

とともに、環境負荷低減、高生産性、さらには経営基本方針にうたわれた高機能、高精密、高品質な製品開発

を目指して、材料、設備、工法、評価方法等を含めたトータルな研究開発活動を行っております。

　現在、研究開発は当社の研究開発本部、各事業本部の設計・開発部門並びに各グループ会社の開発部門と

の連携により推進されております。また、大学や研究機関との共同研究並びに他社との共同開発を密接な連

携・協力のもとに推進し先進技術の研究開発を効果的に進めております。

　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は22億11百万円であります。

　なお、研究開発費については研究開発本部で行っている金属ナノ粒子、ガラス表面処理剤、Ｃｕ導体ペース

ト、ナノ粒子インキ、フレキシブル回路基板等の各事業部門に配分できない基礎研究費用５億７百万円が含

まれております。

　

(1) ベルト事業

主に当社及び三ツ星ベルト技研㈱が中心となって、これまで培ってきたベルトに関する技術をベース

として高機能を追及した伝動、搬送システムについて研究開発を行っております。当連結会計年度の主な

成果は、オートテンショナーの採用拡大、高度な材料設計と構造設計からなる発音対策リブベルト、及び

スノーモービル用変速ベルト、高負荷・高位置決め精度に対応した高剛性タイミングベルトシリーズ、エ

ンジン設計の自由度を拡張するラバーバックリブベルト、環境負荷物質を極力低減した環境対応タイミ

ングベルト、及び環境対応フラットベルト等をあげることができます。

　当事業に係る研究開発費は14億65百万円であります。　

　

(2) その他の事業

当社の当連結会計年度の主な研究開発成果としては、様々な浄水器に対応したフィルター商品のライ

ンナップの拡充、環境に配慮した機械的固定防水シート、農業用水路改修用複合防水工法、及びＣｕペー

ストと窒化アルミ基板を組み合わせた高放熱性回路基板等をあげることができます。

　当事業に係る研究開発費は２億38百万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者は適正な連結財務諸表を作成する責任を有して

おり、以下の確認を行っております。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結会

社)が判断したものであります。

　

①　有価証券

投資その他の資産に計上している有価証券は、当社の保有目的に基づき売買目的有価証券、満期保有

目的の債券、子会社・関連会社株式及びその他有価証券に適切に分類し、会計処理しております。減損

処理にあたっては、その他有価証券で時価のあるものについて、期末における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合には全て減損処理の対象とし、30％から50％までのものについては当該会社の

資産状況、金額の重要性等を勘案して必要と認められる額を減損処理の対象としております。また、非

上場株式については、純資産額が50％以上下落した場合に減損処理の対象としております。　

　

②　たな卸資産

不良品、長期滞留品、陳腐化品等は正味実現可能価格で評価しております。たな卸資産で、貸借対照表

計上額に比べその時価が著しく下落しているものはありません。

　

③　営業債権

営業債権は、貸借対照表日以前の売上から生じた債務者に対する正当な債権であり、貸借対照表日後

に出荷したもの、委託又は試用販売のために出荷したもの等に係る債権は含めておりません。また、貸

借対照表日後に発生すると予想される貸倒損失に対して適正な引当金を計上しております。

　

④　繰延税金資産

適正な法人税等及び法人税等調整額を計上しております。繰延税金資産に関しては将来の回収可能

性を十分に検討し回収可能な額を計上しております。

　

　

(2) 財政状態の分析

当連結会計年度末は、流動資産が10億53百万円増加したものの、株価の下落及び投資有価証券評価損の

計上に伴う投資有価証券の減少45億86百万円を主な要因として、固定資産が40億９百万円減少した影響

で、総資産は前連結会計年度比で29億56百万円減少の793億20百万円となりました。 

　また、投資有価証券の評価差額の減少に対応して、繰延税金負債(固定負債)が13億１百万円、その他有価

証券評価差額金が24億53百万円減少した結果、負債及び純資産が８億９百万円、21億47百万円とそれぞれ

減少し、自己資本比率は前連結会計年度末の57.7％から57.3％に低下しました。
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前連結会計年度との比較は下記のとおりであります。

　

前連結会計年度 当連結会計年度 増減

総資産額 (百万円) 82,276 79,320 △ 2,956

純資産額 (百万円) 48,423 46,275 △ 2,148

自己資本比率 (％) 57.7 57.3 △ 　0.4

１株当たり純資産額 (円) 624.52 597.70 △ 26.82

　

(3) 経営成績の分析

①　売上高

平成18年９月29日付で化成品事業を譲渡したこと等により、売上高は、前連結会計年度と比べ19.2％

減少の582億21百万円となりました。

　事業部門別では、ベルト事業の売上高は、前連結会計年度と比べ2.3％増加の498億12百万円となりま

した。自動車用ベルトは、海外生産工場の能力増強と積極的な営業展開により増加となりました。オー

トテンショナーの販売や補修部品の積極的な営業活動も売上増加に寄与しました。

一方、一般産業用は、国内では半導体製造設備投資の減速などに伴い需要が減少し、海外では中国市場

における競争の激化により減少しました。また、ＯＡ機器用も、前連結会計年度にあった金融端末業界

向け特需の反動から減少しました。伝動ベルト以外では、運搬ベルトはほぼ横ばい、設備機械の販売は

増加となりました。

　その他の事業の売上高は、前連結会計年度と比べ2.3％減少の84億８百万円となりました。建材部門で

は、建築基準法の改正に伴う建築確認審査の厳格化などから工事着工の遅れの影響が出ましたが、建築

用防水シートのＯＥＭ供給増がカバーし、増加となりました。 

　合成樹脂素材は、昨年ハイテク特需のあった高機能樹脂が低迷したことから減少となりました。　

　

②　売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、売上高の減少に対応して、前連結会計年度と比べ21.4％減少の429億80百万円となりま

した。また、販売費及び一般管理費も前連結会計年度と比べ9.7％減少の113億49百万円となり、営業費

用全体では前連結会計年度と比べ19.2％減少の543億29百万円となりました。

　

③　営業外損益

営業外損益は、前連結会計年度の10億71百万円の収益(純額)に対し、当連結会計年度は６億99百万円

の費用(純額)となりました。

　金融収支が、前連結会計年度の44百万円の収益(純額)に対し、当連結会計年度は１億16百万円の収益

(純額)と改善したものの、年度後半からの急激な円高による為替差損の拡大によりその他の営業外損

益項目が、前連結会計年度の10億26百万円の収益(純額)から当連結会計年度は８億15百万円の費用(純

額)と悪化しました。

　この結果、経常利益は前連結会計年度と比べ45.8％減少の31億92百万円となりました。　
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④　特別損益

特別損益は、前連結会計年度の８億77百万円の利益(純額)に対し、当連結会計年度は９億76百万円の

損失(純額)となりました。

　この結果、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度と比べ67.2％減少の22億15百万円となりまし

た。　　

　

⑤　当期純利益

当期純利益は、前連結会計年度と比べ62.6％減少の14億12百万円となりました。

　これにより、１株当たり当期純利益は前連結会計年度の49円08銭に対し、当連結会計年度は18円58銭

となりました。　

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは、自動車産業、一般産業、情報機器関連産業への機能部品の売上高がグループ全体売上

高に対する大きな割合を占めていることから、これらの産業の景気が著しく変動し、また、これを背景に

企業の設備投資が大きく変動するなどの経営環境の著しい変化が、当社グループの製品の需要量に大き

く影響を及ぼすため、業績への重要な要因としてあげられます。　
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは「高機能、高精密、高品質な製品の提供を通して社会に貢献する」を経営基本方針とし、

設備投資においては、重点を生産システムの開発研究・試験研究設備の充実に投資を行った結果、海外工場

のベルト製造設備増強を含めて総額29億96百万円の設備投資を実施いたしました。

　

(1) ベルト事業

ベルト事業では、総額26億71百万円の設備投資を実施いたしました。

　この主なものは、提出会社の綾部事業所における建屋及び試験研究設備３億58百万円、四国工場におけ

るベルト製造設備及び精練設備５億26百万円、並びに海外工場のベルト製造設備増強６億35百万円であ

ります。　　

　

(2) その他の事業

その他の事業では、総額１億38百万円の設備投資を実施いたしました。

この主なものは、提出会社の名古屋工場における建材製造設備54百万円、四国工場における建材製造設

備62百万円であります。

　

(3) 全社共通

全社共通部門では、総額１億86百万円の設備投資を実施いたしました。

この主なものは、提出会社の神戸事業所における工場内環境整備75百万円であります。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社
平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
その他 合計

面積(㎡) 金額

神戸本社
(神戸市長田区)

全社的管理業務
研究用設備・
その他設備

1,245 187 2,831 327 712 2,471384

東京本社
(東京都中央区)

情報収集・
販売業務

その他設備 5 ─ ― ― 6 11 39

名古屋工場
(愛知県小牧市)

ベルト ベルト製造設備 334 313 61,584 63 19 729 44

その他

樹脂製造設備 49 107 1,286 1 13 170 32

建材製造設備 39 155 6,396 6 5 205 5

四国工場
(香川県さぬき市)

ベルト ベルト製造設備 667 1,18825,983 668 191 2,714167

神戸事業所
(神戸市長田区)

ベルト ベルト製造設備 66 18
5,674
(2,465)

13 ─ 97 0

神戸事業所
(神戸市西区)

ベルト 連結会社賃貸資産 248 ─ 14,004 756 ─ 1,004 3

綾部事業所
(京都府綾部市)

ベルト 連結会社賃貸資産 2,821 300 45,8891,160 382 4,663 12

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

　　なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　連結会社外から賃借している土地の面積については(　)で外書しております。

３　現在休止中の主要な設備はありません。
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(2) 国内子会社

平成19年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグ
メント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
その他 合計

面積(㎡) 金額

三ツ星ベルト
技研㈱

綾部生産システ
ム開発センター
(京都府綾部市)

ベルト
生産システム
開発、試作用
設備

50 2,332 ― ― 35 2,417248

三ツ星ベルト
工機㈱

本社工場
(神戸市西区)

ベルト プーリ加工設備 7 296 ― ― 34 337 71

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

　

(3) 在外子会社

平成19年12月31日現在

会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
その他 合計

面積(㎡) 金額

スターズ テクノロジーズ
インダストリアル
リミテッド
(タイ)

ベルト ベルト製造設備 689 4,89642,572 207 385 6,177624

エム・ビー・エル
(ユー・エス・エー)
コーポレーション
(米国　イリノイ州)

ベルト ベルト製造設備 497 311121,422 78 661 1,547171

蘇州三之星機帯科技
有限公司
(中国)

ベルト ベルト製造設備 415 1,465(37,200)─ 22 1,902146

ミツボシ オーバーシーズ
ヘッドクォーターズ 
プライベート リミテッド
(シンガポール)

ベルト ベルト製造設備 104 380(22,113)― 53 537 204

ピー・ティ セイワ 
インドネシア
(インドネシア)

ベルト ベルト製造設備 341 890(32,000)
―

447 1,678676

ピー・ティ ミツボシ 
ベルティング 
インドネシア
(インドネシア)

ベルト ベルト製造設備 49 547 (9,520)― 50 646 438

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。

２　連結会社外から賃借している土地の面積については(　)で外書しております。

３　現在休止中の主要な設備はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び
完了予定年月 完成後の

増加能力総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社

神戸本社
(神戸市長田区)

全社共通
試験研究設備
の充実

93 ─ 自己資金 20.2 20.12
能力の
増加な
し

全社共通 事務の合理化 97 ─ 〃 19.6 21.3 〃

全社共通 事務の合理化 85 ─ 〃 20.9 21.8 〃

名古屋工場

(愛知県小牧市)

ベルト
ベルト製造
設備の充実

105 ─ 〃 19.1220.12 〃

ベルト
ベルト製造
設備の充実

60 ─ 〃 20.4 20.12 〃

その他
建材製造設備
の充実

25 ─ 〃 20.8 21.3 〃

その他
樹脂製造設備
の充実

40 ─ 〃 20.8 21.3 〃

四国工場

(香川県さぬき市)

ベルト
ベルト製造
設備の充実

390 ─ 〃 20.6 21.6 〃

ベルト
工場内環境
整備

490 ─ 〃 20.3 20.10 〃

ベルト
工場内環境
整備

165 ─ 〃 20.6 21.6 〃

綾部事業所

(京都府綾部市)

ベルト
伝動製品等の
生産システム
開発

150 ─ 〃 19.4 20.9 〃

ベルト
伝動製品等の
生産システム
開発

100 ─ 〃 20.9 21.5 〃

ベルト
伝動製品等の
生産システム
開発

400 ─ 〃 20.3 21.9 〃

ベルト
試験研究設備
の充実

99 ─ 〃 20.3 20.9 〃

三ツ星ベルト工機㈱
本社工場
(神戸市西区)

ベルト
プーリ加工
設備

58 ─ 〃 20.2 20.10 〃

エム・ビー・エル
(ユー・エス・エー)
コーポレーション

本社工場

(米国イリノイ州)

ベルト
ベルト製造
設備の充実

500 ─ 〃 20.6 21.3 〃

ベルト
精練設備充実

・改修
403 ─ 〃 19.1120.12 〃

スターズ
テクノロジーズ
インダストリアル
リミテッド

本社工場
(タイ)

ベルト
ベルト製造
設備の充実

304 ─ 借入金 19.11 20.7 〃

ベルト
精練設備充実

・改修
160 ─ 〃 20.4 20.12 〃

(注)　上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

　

(2) 重要な設備の除却等

金型等の工具類の継続的な更新に伴う除却があるが、その他重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 325,213,000

計 325,213,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 79,208,39779,208,397

東京証券取引所
市場第１部
大阪証券取引所
市場第１部

―

計 79,208,39779,208,397― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成15年８月11日
 (注１)

― 83,708 ― 8,150 △ 6,337 2,037

平成17年12月９日　　　
（注２）

△ 4,500 79,208 ― 8,150 ― 2,037

　　（注）１　平成15年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であ　

　　　　　ります。

　　２　発行済株式総数の減少は、利益による自己株式の消却によるものであります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 42 32 210 70 ― 7,8678,221 ―

所有株式数
(単元)

― 25,009 689 15,0382,845 ― 35,20278,783425,397

所有株式数
の割合(％)

― 31.74 0.87 19.09 3.61 ― 44.69 100 ―

(注) １　自己株式3,204,456株は、「個人その他」に3,204単元及び「単元未満株式の状況」に456株含めて記載してお

ります。

２　「その他の法人」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が６単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,451 4.4

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,342 4.2

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 3,198 4.0

大同生命保険㈱ 大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 2,709 3.4

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町１番地 2,355 3.0

小田欽造 神戸市須磨区 2,085 2.6

西松建設㈱ 東京都港区虎ノ門１丁目20番10号 2,000 2.5

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,952 2.5

星友持株会 神戸市長田区浜添通４丁目１番21号 1,807 2.3

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,654 2.1

計 ― 24,555 31.0

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式3,204千株(4.05％)があります。

２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　日本トラスティ・サービス信託銀行㈱　3,451千株　　　三菱ＵＦＪ信託銀行㈱  454千株

　　日本マスタートラスト信託銀行㈱ 　　 1,654千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,204,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 75,579,000 75,579 ―

単元未満株式 普通株式 425,397 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 79,208,397 ― ―

総株主の議決権 ― 75,579 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権６個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、下記株式数が含まれております。

　　自己株式

三ツ星ベルト㈱ 456株

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
　三ツ星ベルト㈱

神戸市長田区浜添通
４丁目１番21号

3,204,000 ― 3,204,000 4.05

計 ― 3,204,000 ― 3,204,000 4.05

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号並びに会社法第155条第７号の規定に基づく普通株式の取
得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】
　

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取締役会
決議による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年３月31日)での決議状況
(取得期間 平成20年４月１日～平成20年６月６日)

3,000,000 1,500,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 ─ ─

残存決議株式の総数及び価額の総額 ─ ─

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ─ ─

当期間における取得自己株式 1,231,000 585,948,000

提出日現在の未行使割合(％) 59.0 60.9

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取りによる取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 22,665 14,091,928

当期間における取得自己株式 2,585 1,240,184

（注）　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(単元未満株式の買増請求に
よる売渡)

3,720 3,006,839 300 224,832

保有自己株式数 3,204,456　　　　　　　─ 4,437,741　　　　　　　─

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増請求による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、長期・安定的な経営基盤の確立による株主への安定的な配当の継続を基本としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

前事業年度は特別配当金として２円の増配を行い、年間配当金を１株につき18円といたしました。当事業

年度につきましては、厳しい環境下ではありますが、特別配当金を普通配当金に繰入れし年間18円(うち、中

間配当９円)といたします。　

内部留保資金については、顧客に対するより良い品質の製品の提供、コスト競争力の強化等のための技術

開発並びに設備の新設・更新のための投資に必要であり、このことは、将来の利益を確保し、株主への安定

的な配当に不可欠であると考えております。

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成19年11月９日
取締役会決議

684 9

平成20年６月27日
定時株主総会決議

684 9

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 425 623 1,172 970 790

最低(円) 268 358 585 636 378

(注)　株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 632 620 585 555 529 464

最低(円) 555 516 526 441 452 378

(注)　株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
会長

西　河　紀　男 昭和11年２月11日生

平成２年10月 当社入社

平成19年

６月から

２年

1,163

平成３年６月 当社取締役

平成５年６月 当社常務取締役

平成７年２月 当社専務取締役

平成７年６月 当社代表取締役(現)

平成７年６月 当社取締役社長

平成15年10月 当社社長執行役員

平成19年６月 当社取締役会長(現)

取締役副会
長

産業資材事
業本部副事
業本部長兼
エム・ビー
・ エ ル
(ユー・エ
ス・エー)
コーポレー
ション取締
役会長

喜　田　　　宏 昭和21年５月29日生

昭和44年３月 当社入社

平成19年

６月から

２年

52

平成10年６月 当社取締役

平成12年６月 当社常務取締役

平成14年４月

 

当社産業資材事業本部副事業本

部長(現)

平成15年10月 当社取締役兼専務執行役員

平成16年11月

 

エム・ビー・エル(ユー・エス

・エー)コーポレーション取締

役会長(現)

平成19年６月 当社取締役副会長(現)

〔代表者である他の会社等〕

エム・ビー・エル(ユー・エス・エー)コーポ

レーション取締役会長

代表取締役
社長兼社長
執行役員

垣　内　　　一 昭和22年12月18日生

昭和45年４月 当社入社

平成19年

６月から

２年

99

平成10年６月 当社取締役

平成11年４月 当社管理本部長

平成15年９月

 

当社産業資材事業本部副事業本

部長兼同事業本部管理部長兼福

祉部門担当

平成15年10月 当社常務執行役員

平成17年11月 当社管理本部担当

平成19年６月 当社代表取締役(現)

平成19年６月

 

当社取締役社長兼社長執行役員

(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役兼副
社長執行役
員

産業資材事
業本部副事
業本部長兼
同事業本部
機能システ
ム第１部長

早　川　　　剛 昭和18年９月８日生

昭和41年４月 当社入社

平成19年

６月から

２年

46

平成７年10月

 

ピー・ティ セイワ インドネシ

ア取締役社長

平成９年６月 当社取締役(現)

平成15年10月 当社常務執行役員

平成17年２月

 

当社産業資材事業本部副事業本

部長(現)

平成19年３月

 

当社産業資材事業本部機能シス

テム第１部長(現)

平成19年６月 当社副社長執行役員(現)

取締役兼副
社長執行役
員

産業資材事
業本部副事
業本部長兼
同事業本部
営業第２統
括部長

野　澤　信　太 昭和17年11月27日生

昭和41年４月 当社入社

平成19年

６月から

２年

54

平成12年６月 当社取締役(現)

平成13年９月

 

当社産業資材事業本部副事業本

部長(現)

平成15年10月 当社常務執行役員

平成19年６月 当社副社長執行役員(現)

平成20年４月

 

当社産業資材事業本部営業第２

統括部長(現)

取締役兼常
務執行役員

研究開発本
部長兼品質
保証本部、
安全環境管
理部担当

山　口　良　雄 昭和25年２月12日生

昭和50年４月 当社入社

平成19年

６月から

２年

48

平成11年６月 当社取締役(現)

平成15年10月 当社執行役員

平成17年３月

 

ピー・ティ セイワ インドネシ

ア取締役社長

平成19年３月 当社研究開発本部長(現)

平成19年６月

 

当社常務執行役員兼品質保証本

部、安全環境管理部担当(現)

取締役兼常
務執行役員

産業資材事
業本部副事
業本部長兼
同事業本部
技術統括部
長

中　嶋　正　仁 昭和25年６月25日生

昭和48年４月 当社入社

平成19年

６月から

２年

46

平成11年６月 当社取締役(現)

平成14年４月

 

当社産業資材事業本部副事業本

部長兼同事業本部技術統括部長

(現)

平成15年10月 当社執行役員

平成19年６月 当社常務執行役員(現)

取締役兼常
務執行役員

監査部長 小　田　芳　裕 昭和33年７月２日生

昭和60年４月 当社入社

平成19年

６月から

２年

204

平成11年２月 当社監査部長(現)

平成11年６月 当社取締役(現)

平成15年10月 当社執行役員

平成19年６月 当社常務執行役員(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役 常勤 中　西　信　之 昭和18年9月19日生

昭和42年４月 当社入社

平成20年

６月から

４年

22

平成４年２月 当社化成品事業本部管理部長

平成７年５月 当社管理部長

平成15年９月 当社財務部長

平成17年11月 当社管理本部長

平成18年４月 当社執行役員

平成20年６月 当社監査役(常勤)(現)

監査役 常勤 吉　川　建　吉 昭和17年５月23日生

昭和36年４月 当社入社

平成19年

６月から

４年

60

平成12年６月 当社取締役

平成12年７月 当社事業場・関係会社管理部長

平成15年10月 当社常務執行役員

平成16年２月 当社四国地区担当

平成16年７月 当社安全環境管理部担当

平成19年６月 当社監査役(常勤)(現)

監査役 宇佐美　貴　史 昭和25年５月25日生

昭和54年４月 弁護士登録
平成20年

６月から

４年

10
昭和55年３月 弁理士登録

昭和57年４月 宇佐美貴史法律事務所開設(現)

平成16年６月 当社監査役(現)

監査役 若　林　邦　昌 昭和10年７月17日生

昭和36年４月 忠勇㈱入社

平成19年

６月から

４年

0

昭和49年４月 学校法人 松泉館理事長(現)

昭和52年８月 忠勇㈱代表取締役

平成12年４月 マルキン忠勇㈱相談役(現)

平成19年６月 当社監査役(現)

〔代表者である他の会社等〕

学校法人 松泉館理事長

計 1,804

(注) １　監査役宇佐美貴史及び監査役若林邦昌は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選出しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

　

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

加　藤　一　郎 昭和30年4月1日生

昭和58年４月 弁護士登録 平成20年

６月から

１年

0昭和58年４月 小堀合同法律事務所入所(現)

平成18年６月 当社補欠監査役(現)

　

３　取締役を兼務していない執行役員は、次のとおりであります。

　

役名 氏名 職名

執行役員 山　本　勝　英 産業資材事業本部生産管理センター長

執行役員 井ノ口　正　弘 管理本部社長室長

執行役員 松　村　俊　夫 産業資材事業本部機能システム第２部長兼東京地区担当

執行役員 熊　野　格　夫 スターズ テクノロジーズ インダストリアル リミテッド取締役社長

執行役員 竹　中　昌　弘 エンジニアリング事業部長兼同事業部設備エンジニアリング部長

執行役員 黒　野　正　治 管理本部長兼同本部購買部長

執行役員 對　川　芳　憲 蘇州三之星機帯科技有限公司取締役社長

執行役員 東　條　正　隆 産業資材事業本部金属製品部長

執行役員 片　山　　　孝 三ツ星ベルト販賣㈱取締役社長

執行役員 安　井　光　和 管理本部副本部長兼同本部法務部長

執行役員 羽　村　　　健 三ツ星ベルト技研㈱取締役社長兼四国地区担当

執行役員 田　中　秀　明 ピー・ティ セイワ インドネシア取締役社長

執行役員 斉　藤　節　夫 ミツボシ ベルティング(タイランド)カンパニー リミテッド取締役社長

執行役員 榎　園　治　親 産業資材事業本部営業統括担当部長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主の信頼を確保し、企業の社会的責任を果たすためには、コーポレート・ガバナンスの充実

が、経営上の最重要課題のひとつであると考えております。このため、経営の健全性・透明性の観点から

経営チェック機能の充実とともに、経営判断の迅速性を高めることに努めております。

　

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　平成18年５月19日に制定した「会社の業務の適正を確保するための体制を構築するための基本方

針」を、制定日以後の金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制」の整備、並びに東京証券

取引所の要請、その他当社を取り巻く環境の変化に対応するため、平成20年１月28日開催の取締役会

にて見直しのうえ改訂し、会社経営の健全性の維持・向上に努めております。

また、平成20年１月１日付で内部統制システム管理室を設置し、財務報告に係る内部統制システムの

整備・構築を進めております。

②　会社の経営判断の迅速化を図るため、経営会議・取締役会を毎月開催し、重要課題についての迅速な

意思決定を図っております。

③　当社は、監査役制度を採用しており、監査役４名のうち、社外監査役は２名であります。また、取締役会

には監査役４名ともに出席しており、コーポレート・ガバナンス体制の強化が図られております。

④　連結経営をより強固に推進するため、関係会社を含め経営陣による方針確認会議を定期的に実施して

おります。

　

(3) リスク管理体制の整備の状況

①　タイムリーディスクロージャーを重視し、情報提供の即時性、公平性を図るべく継続的なＩＲ活動に

努めており、タイムリーで透明性の高いディスクロージャーを行うべく、社内体制を整備しておりま

す。

②　三ツ星ベルトグループ全体がコンプライアンスの重要性を認識し行動するため、「基本理念」及び

「経営基本方針」に基づいたコンプライアンスのための「三ツ星ベルトグループ行動基準」を作成

し、関係者に周知徹底を図っております。

　

(4) 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

①　内部監査は、社長直轄部門である監査部の３名が中心となって、当社グループの全てを対象として業

務監査を継続的に実施しております。

②　監査役監査は、常勤監査役が中心となって、取締役会その他重要な会議に出席するとともに、重要な決

裁書類等を閲覧し、取締役の職務の執行を監視できる体制を整えております。

③　会計監査は、新日本監査法人と監査契約を締結し、適宜会計監査を受けております。

　　なお、業務執行社員の氏名等は下記のとおりであります。

　

継続監査年数

業務執行社員の氏名
指定社員　業務執行社員　谷　上　和　範 ─

指定社員　業務執行社員　石　田　博　信 ─

業務執行社員以外の
主な監査従事者

公認会計士　　５名

―会計士補　　　１名

その他　　　　３名
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④　監査部、監査役及び会計監査人は、監査計画、業務報告等に関する定期的な打合せのほか、必要に応じ

て随時情報交換を実施するなど相互連携を図っております。

　

(5) 社外取締役及び社外監査役との関係

社外監査役は２名であり、社外取締役は選任しておりません。また、社外監査役との取引関係その他の

利害関係はありません。

　

(6) 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は下記のとおりであります。

　取締役の年間報酬総額　249百万円

　監査役の年間報酬総額 　33百万円(うち社外監査役 11百万円)

　

(7) 監査報酬の内容

当事業年度における当社の監査法人に対する監査報酬は下記のとおりであります。

　公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　18百万円

  上記以外の業務（財務報告に係る内部統制に関する助言業務）に基づく報酬 　　 　1百万円

　

(8) 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　

(9) 取締役の選任の決議要件

当社は、株主総会における取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨定

款に定めております。

　

(10) 取締役の解任の決議要件

当社は、株主総会における取締役の解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　

(11) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①　自己の株式の取得

　　当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、機動的な資本政策を遂行できるよう、取締役会の決議に

よって自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

②　中間配当

　　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、毎年９月30日を基準日とし、取締役会の決議に

よって中間配当金として剰余金の配当を行うことができる旨定款に定めております。

　

(12) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の規定に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)の連結財務諸表、及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平

成20年３月31日まで)の連結財務諸表、及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財

務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。

　

EDINET提出書類

三ツ星ベルト株式会社(E01098)

有価証券報告書

35/95



１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 10,859 10,599

　２　受取手形及び売掛金 ※２ 16,020 15,802

　３　たな卸資産 8,530 9,664

　４　繰延税金資産 577 485

　５　その他 1,750 2,173

　６　貸倒引当金 △   276 △   210

　　　流動資産合計 37,46345.5 38,51648.6

Ⅱ　固定資産

 (1) 有形固定資産

　１　建物及び構築物 19,030 19,428

　　　　減価償却累計額 10,663 8,366 10,963 8,465

　２　機械装置及び運搬具 39,246 39,033

　　　　減価償却累計額 27,332 11,914 27,520 11,513

　３　工具器具備品 11,177 11,647

　　　　減価償却累計額 8,932 2,244 9,520 2,126

　４　土地 4,432 4,244

　５　建設仮勘定 591 1,884

　　　有形固定資産合計 27,54933.5 28,23335.6

 (2) 無形固定資産

　１　特許権 0 0

　２　電話加入権等 95 94

　　　無形固定資産合計 96 0.1 95 0.1

 (3) 投資その他の資産

　１　投資有価証券 ※１ 16,932 12,346

　２　長期貸付金 38 22

　３　その他 262 181

　４　貸倒引当金 △    67 △    76

　　　投資その他の資産合計 17,16620.9 12,47415.7

　　　固定資産合計 44,81254.5 40,80351.4

　　　資産合計 82,276100 79,320100
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※２ 7,707 9,152

　２　短期借入金 3,267 3,612

　３　１年内に返済予定の
　　　長期借入金

1,531 1,650

　４　未払金 3,290 3,041

　５　未払法人税等 924 114

　６　賞与引当金 397 443

　７　その他 3,838 2,876

　　　流動負債合計 20,95725.4 20,89126.4

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 4,886 6,274

　２　長期未払金 3,919 3,055

　３　繰延税金負債 3,084 1,783

　４　退職給付引当金 274 297

　５　役員退職慰労引当金 19 22

　６　預り保証金 710 720

　　　固定負債合計 12,89515.7 12,15315.3

　　　負債合計 33,85341.1 33,04441.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 8,1509.9 8,15010.3

　２　資本剰余金 9,95412.1 9,95312.5

　３　利益剰余金 26,28731.9 25,51732.2

　４　自己株式 △ 2,577△ 3.1 △ 2,588△ 3.3

　　　株主資本合計 41,81350.8 41,03251.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

7,2828.9 4,8296.1

　２　為替換算調整勘定 △ 1,618△ 2.0 △   434△ 0.6

　　　評価・換算差額等合計 5,6636.9 4,3945.5

Ⅲ　少数株主持分 945 1.2 848 1.1

　　　純資産合計 48,42358.9 46,27558.3

　　　負債純資産合計 82,276100 79,320100
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② 【連結損益計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 72,090100 58,221100

Ⅱ　売上原価 ※３ 54,70375.9 42,98073.8

　　　売上総利益 17,38724.1 15,24126.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1.3 12,57317.4 11,34919.5

　　　営業利益 4,8136.7 3,8916.7

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 112 135

　２　受取配当金 238 284

　３　為替差益 922 ―

　４　団体生命保険金等受入益 27 22

　５　持分法による投資利益 24 42

　６　その他 847 2,1733.0 945 1,4302.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 306 303

　２　為替差損 ― 1,209

　３　固定資産除却損 109 80

　４　デリバティブ損失 416 65

　５　その他 269 1,1021.5 471 2,1303.7

　　　経常利益 5,8848.2 3,1925.5

Ⅵ　特別利益

　１　関係会社株式売却益 1,685 1,6852.3 ― ― ―

Ⅶ　特別損失

　１　投資有価証券評価損 ― 976

　２　工場再編費用 ※２ 337 ―

　３　減損損失 ※４ 281 ―

　４　厚生年金基金清算損 188 808 1.1 ― 976 1.7

　　　税金等調整前当期純利益 6,7619.4 2,2153.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

2,708 438

　　　法人税等調整額 366 3,0744.3 465 903 1.6

　　　少数株主損益(△損失) △    90△ 0.1 △   100△ 0.2

　　　当期純利益 3,7775.2 1,4122.4
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

　

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,150 9,954 24,202 △ 1,454 40,852

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　(注) △   621 △   621

　剰余金の配当 △   621 △   621

　当期純利益 3,777 3,777

　自己株式の取得 △ 1,124 △ 1,124

　自己株式の処分 △     0 1 1

　連結範囲の変動 △ 450 △   450

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― △     0 2,084 △ 1,122 961

平成19年３月31日残高(百万円) 8,150 9,954 26,287 △ 2,577 41,813

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,345 △ 2,238 6,107 18 46,978

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　(注) △   621

　剰余金の配当 △   621

　当期純利益 3,777

　自己株式の取得 △ 1,124

　自己株式の処分 1

　連結範囲の変動 △   450

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△ 1,063 620 △   443 926 482

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 1,063 620 △   443 926 1,444

平成19年３月31日残高(百万円) 7,282 △ 1,618 5,663 945 48,423

　
(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 8,150 9,954 26,287 △ 2,577 41,813

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 1,444 △ 1,444

　当期純利益 1,412 1,412

　自己株式の取得 △    14 △    14

　自己株式の処分 △     1 3 1

　連結範囲の変動 △   737 △   737

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

─ △     1 △   769 △    11 △   781

平成20年３月31日残高(百万円) 8,150 9,953 25,517 △ 2,588 41,032

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 7,282 △ 1,618 5,663 945 48,423

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 1,444

　当期純利益 1,412

　自己株式の取得 △    14

　自己株式の処分 1

　連結範囲の変動 △   737

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△ 2,452 1,183 △ 1,268 △    97 △ 1,366

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 2,452 1,183 △ 1,268 △    97 △ 2,147

平成20年３月31日残高(百万円) 4,829 △   434 4,394 848 46,275
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 6,761 2,215

　２　減価償却費 4,658 3,759

　３　減損損失 281 ―

　４　貸倒引当金の増減額(△減少) △    25 △    54

　５　退職給付引当金の増減額(△減少) △ 4,708 29

　６　長期未払金の増減額(△減少) 3,919 △   864

　７　役員退職慰労引当金の増減額(△減少) △   396 2

　８　賞与引当金の増減額(△減少) △    83 45

　９　受取利息及び受取配当金 △   351 △   419

　10　支払利息 306 303

　11　為替差損益(△益) △   922 1,209

　12　有形固定資産売却損益(△益) 21 △     2

　13　有形固定資産除却損 109 80

　14　投資有価証券評価損 ― 976

　15　関係会社株式売却損益(△益) △ 1,685 ―

　16　持分法による投資損益(△益) △    24 △    42

　17　売上債権の増減額(△増加) △   510 252

　18　たな卸資産の増減額(△増加) △   750 △ 1,101

　19　仕入債務の増減額(△減少) △ 2,503 1,281

　20　未払消費税等の増減額(△減少)  △    15 △    39

　21　その他流動資産の増減額(△増加) △    70 △   452

　22　その他流動負債の増減額(△減少) 2,515 △ 1,092

　23　その他 △   126 103

　　　　小計 6,401 6,189

　24　利息及び配当金の受取額 362 419

　25　利息の支払額 △   301 △   297

　26　法人税等の支払額 △ 4,384 △ 1,257

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 2,078 5,054

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △ 4,647 △ 4,430

　２　有形固定資産の売却による収入 169 398

　３　投資有価証券の取得による支出 △    35 △   184

　４　投資有価証券の売却による収入 ― 1

　５　関係会社株式の売却による収入 ※２ 6,910 ─

　６　その他 △   249 △   381

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 2,149 △ 4,596

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額(△減少) 645 414

　２　長期借入による収入 2,900 3,140

　３　長期借入金の返済による支出 △ 1,822 △ 1,768

　４　自己株式の売却による収入 1 1

　５　自己株式の取得による支出 △ 1,124 △    14

　６　配当金の支払額 △ 1,242 △ 1,444

　７　少数株主への配当金の支払額 0 ─

　８　その他 1,339 △ 1,143

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 695 △   814

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △   242 95

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(△減少) 4,681 △   260

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 5,267 10,859

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額 910 ─

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,859 10,599
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

前連結会計年度 当連結会計年度

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　25社

       主要な連結子会社の名称

　　　主要な連結子会社は、エム オー アイ テック　プライ

ベート リミテッド、スターズ テクノロジーズ イン

ダストリアル リミテッド、エム・ビー・エル(ユー

・エス・エー)コーポレーション、蘇州三之星機帯科

技有限公司、ミツボシ ケム コーポレーション、ミツ

ボシ オーバーシーズ ヘッドクォーターズ プライ

ベート リミテッド、ピー・ティ セイワ インドネシ

ア、三ツ星ベルト技研㈱、ピー・ティ ミツボシ ベル

ティング インドネシア、三ツ星ベルト販賣㈱であり

ます。

　　　なお、エム オー アイ テック プライベート リミ

テッド及び蘇州三之星機帯科技有限公司について

は、重要性が増加したため、当連結会計年度から連結

の範囲に含めることといたしました。また、名星工業

㈱及び共星工業㈱については、平成18年４月１日付

の三ツ星ベルト化成品㈱との合併消滅に伴い、平成

18年３月までの３カ月間の損益を連結し、三ツ星ベ

ルト化成品㈱については、平成18年９月29日付株式

譲渡に伴い、平成18年９月までの９カ月間の損益を

連結しております。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　22社

　　　 主要な連結子会社の名称

　　　主要な連結子会社は、スターズ テクノロジーズ　イン

ダストリアル リミテッド、エム オー アイ　テック 

プライベート リミテッド、エム・ビー・エル(ユー

・エス・エー)コーポレーション、蘇州三之星機帯科

技有限公司、ミツボシ オーバーシーズ ヘッド

クォーターズ プライベート リミテッド、ピー・

ティ セイワ インドネシア、三ツ星ベルト技研㈱、

ピー・ティ ミツボシ ベルティング インドネシア、

三ツ星ベルト販賣㈱であります。　　　　　　

　　　なお、名星工業㈱及び共星工業㈱については平成18年

４月１日付の三ツ星ベルト化成品㈱との合併消滅に

伴い、三ツ星ベルト化成品㈱については平成18年９

月29日付株式譲渡に伴い、当連結会計年度より連結

の範囲から除外しております。

　　　また、ミツボシ ケム コーポレーションは、平成19年

12月25日付清算結了に伴い損益のみ連結しておりま

す。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　主要な非連結子会社は、エム オー アイ テック　ヨー

ロッパ スプーカ ズー オーであります。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

同左

　(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

　　　総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等からみてそれぞれが小

規模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。

　(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

同左

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社数　１社

　　　上海共星機帯国際貿易有限公司

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社数　２社

　　　上海共星機帯国際貿易有限公司

　　　天津三之星機帯有限公司

　(2) 持分法適用の関連会社数　１社

　　　天津三之星機帯有限公司

　(2) 　　　　　　　　  ─

　(3) 持分法を適用していない非連結子会社(エム オー 

アイ テック ヨーロッパ スプーカ ズー オー他)及

び関連会社(ミツボシ ベルティング フィリピン 

コーポレーション他)に対する投資については、それ

ぞれ連結当期純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、これらの会社に対する投資については持分法

を適用せず原価法により評価しております。

　(3) 　　　　　　　　 同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社22社(平成18年４月１日付で合併消滅した

名星工業㈱及び共星工業㈱並びに平成18年９月29日付

で株式譲渡した三ツ星ベルト化成品㈱の３社を除く)

については決算日が12月31日であるため12月31日現在

の財務諸表を使用しております。

　なお、上記の連結決算日と異なる財務諸表の使用にあ

たり、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社21社(平成19年12月25日付で清算結了した

ミツボシ ケム コーポレーションを除く)については

決算日が12月31日であるため12月31日現在の財務諸表

を使用しております。

　なお、上記の連結決算日と異なる財務諸表の使用にあ

たり、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っております。
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前連結会計年度 当連結会計年度

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　……決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により算

定しております。)

　　　　　時価のないもの

　　　　　……移動平均法による原価法

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　……同左

　

　

　

　　　　　時価のないもの

　　　　　……同左

　　②　デリバティブ

　　　　時価法

　　②　デリバティブ

同左

　　③　たな卸資産

　　　　商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

　　　　総平均法による原価法

　　③　たな卸資産

　　　　商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

同左

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　定率法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　定率法

　　　　ただし、平成10年４月１日以後の新規取得建物(附属

設備を除く)及び提出会社及び子会社の特定資産

(製造用金型の一部、生産システムの開発・試作事

業所用資産)については定額法によっております。

なお、在外連結子会社については各国の法人税法

に規定する定額法によっております。

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ３～10年

　　　　ただし、平成10年４月１日以後の新規取得建物(附属

設備を除く)及び当社及び子会社の特定資産(生産

システムの開発・試作事業所用資産)については

定額法によっております。また、在外連結子会社に

ついては各国の法人税法に規定する定額法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ３～10年

　　 (会計方針の変更)

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。

　　 (追加情報)

　当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。

　この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ　153百万

円減少しております。

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。

　　②　無形固定資産

　　　　定額法

　　②　無形固定資産

同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左
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前連結会計年度 当連結会計年度

　　②　賞与引当金

　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度

に負担すべき支給見込額を計上しております。

　　②　賞与引当金

同左

　　③　退職給付引当金(子会社分)

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

要支給額を計上しております。

　　　　なお、親会社は平成18年12月27日付での厚生年金基

金の清算結了に伴い、平成17年４月１日新退職金

制度移行時点での過去分の退職金の債務確定分を

長期未払金(１年内支払予定額は未払金)に計上し

ております。

　　③　退職給付引当金

　　　　連結子会社の従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末要支給額を計上しております。

　　④　役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

　　 (表示方法の変更)

　前連結会計年度末まで「役員退職慰労引当金」

に含めて表示していた親会社の役員に係る退職慰

労金の退任時までの支払留保金額は、監査第一委

員会報告第42号「租税特別措置法上の準備金及び

特別法上の引当金又は準備金に関する監査上の取

扱い」の改正について(平成19年４月13日　日本公

認会計士協会)の公表に伴い、長期未払金(１年内

支給予定額は未払金)に計上しております。

　なお、前連結会計年度の役員退職慰労引当金に含

まれる長期未払金(１年内支給予定額を含む。)は

335百万円であります。

　　④　役員退職慰労引当金

　　　　連結子会社の役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

　　　

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産、負債及び収益

並びに費用は、各連結子会社決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上

しております。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　　　　　　　　　 同左

　(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　①　消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

　(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　①　消費税等の会計処理

同左

　　②　請負工事の収益計上基準

　　　　請負工事の収益計上基準は、工事完成基準を採用し

ております。ただし、長期請負工事の一部(工期１

年以上かつ請負金額１億円以上)については、工事

進行基準を適用しております。

　　②　請負工事の収益計上基準

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　のれん及び負ののれんの償却については、５年間で均

等償却することとしております。ただし、発生した金額

が僅少な場合には、当該連結会計年度の損益として処

理することにしております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は手許現金、要求払預金及び取得日から

３カ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　

前連結会計年度 当連結会計年度

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号　平成17年12月９日)を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は47,477百万

円であります。

　なお、連結財務諸表規則の改正に伴い、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作成しております。

―
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度 当連結会計年度

※１　非連結子会社及び関連会社に係る資産

　　　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

固定資産

(投資その他の資産)

投資有価証券(株式)

(百万円)
849

　

※１　非連結子会社及び関連会社に係る資産

　　　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

固定資産

(投資その他の資産)

投資有価証券(株式)

(百万円)
1,183

　
　
※２　連結会計年度末日満期手形の会計処理

　当連結会計年度の末日は金融機関の休日であった

が、当連結会計年度末日に満期となる手形について

は、満期日に決済があったものとして処理しており、

その金額は次のとおりであります。

　受取手形 563百万円

　支払手形 38百万円

　
※２　　　　　　　　　　―
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度 当連結会計年度

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおり

であります。

費目 金額(百万円)

荷造運送費 2,542

従業員給料 3,690

賞与引当金繰入額 174

退職給付費用 131

減価償却費 630

その他 5,404

計 12,573

　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおり

であります。

費目 金額(百万円)

荷造運送費 1,846

従業員給料 3,568

賞与引当金繰入額 169

退職給付費用 131

減価償却費 561

その他 5,071

計 11,349

　
※２　工場再編費用の主な内容は、固定資産の除却費及び

移設費であります。

※２　　　　　　　　　　―

　
※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費　　　　　　　　　　　　　　　2,731百万円

　
※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費　　　　　　　　　　  　    　2,211百万円
　
※４　減損損失

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

について、減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

滋賀県
高島市

滋賀試験
センター

建物及び
構築物

234

土地 45

その他 2

合計 281

　
　　　当社グループは、管理会計上の区分を基準にグルーピ

ングを行っているが、当連結会計年度において共用

資産であった滋賀試験センターについて事業所再編

の結果、遊休となり売却予定となったため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。なお、当該売却

予定資産についての回収可能価額は正味売却可能価

額に基づき算定しております。

　
※４　　　　　　　　　　―
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(連結株主資本等変動計算書関係)
　
前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

　　発行済株式

普通株式 79,208 ─ ─ 79,208

合計 79,208 ─ ─ 79,208

　　自己株式

普通株式 1,539 1,648 2 3,185

合計 1,539 1,648 2 3,185

　
(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、市場買付による増加1,621千株及び単元未満株式の買取りによる増加

27千株であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

　
　
２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月28日
定時株主総会

普通株式 621 8 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月17日
取締役会

普通株式 621 8 平成18年９月30日 平成18年12月12日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 760 10平成19年３月31日 平成19年６月28日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

　　発行済株式

普通株式 79,208 ─ ─ 79,208

合計 79,208 ─ ─ 79,208

　　自己株式

普通株式 3,185 22 3 3,204

合計 3,185 22 3 3,204

　
(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

　
　
２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日
定時株主総会

普通株式 760 10 平成19年３月31日 平成19年６月28日

平成19年11月９日
取締役会

普通株式 684 9 平成19年９月30日 平成19年12月11日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 684 9平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度 当連結会計年度

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金勘定 10,859百万円

　現金及び現金同等物 10,859百万円
　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金勘定 10,599百万円

　現金及び現金同等物 10,599百万円
　

※２　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の売却により三ツ星ベルト化成品㈱は連結子

会社でなくなったが、同社の売却時における資産及

び負債の内訳並びに売却価額及び売却による収入は

次のとおりであります。

平成18年９月29日現在　

　流動資産 6,447百万円

　固定資産 4,258百万円

　　資産合計 10,705百万円

　流動負債 5,009百万円

　固定負債 81百万円

　　負債合計 5,091百万円

　関係会社株式売却益 1,685百万円

　売却価額 7,300百万円

　三ツ星ベルト化成品㈱の現金

　及び現金同等物
△   390百万円

　差引：売却による収入 6,910百万円
 

※２　　　　　　　　　　―

　

　

(リース取引関係)

　

前連結会計年度 当連結会計年度

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

２　オペレーティング・リース取引

　該当事項はありません。

２　オペレーティング・リース取引

　該当事項はありません。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 2,022 14,735 12,713

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

小計 2,022 14,735 12,713

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 1,687 1,234 △   453

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

小計 1,687 1,234 △   453

合計 3,710 15,969 12,259

(注)　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理の対象とし、

30％から50％までのものについては当該会社の資産状況、金額の重要性等を勘案して必要と認められる額を減損

処理の対象としております。

　

２　時価のない主な有価証券(平成19年３月31日)

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

＜その他有価証券＞

非上場株式 112
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 2,907 11,043 8,136

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

小計 2,907 11,043 8,136

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 11 8 △     3

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

小計 11 8 △     3

合計 2,919 11,052 8,133

(注)　その他有価証券で時価のあるものについて961百万円の減損処理を行っております、

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理の対

象とし、30％から50％までのものについては当該会社の資産状況、金額の重要性等を勘案して必要と認められる

額を減損処理の対象としております。

　

２　時価のない主な有価証券(平成20年３月31日)

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

＜その他有価証券＞

非上場株式 110
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度 当連結会計年度

１　取引の内容、取引に対する取組方針及び利用目的

　　　当社グループは外貨建取引の為替リスクを低減する

目的で一部為替予約または通貨スワップを利用して

いるが、売買益を目的とした投機的取引は一切行わ

ない方針であります。

１　取引の内容、取引に対する取組方針及び利用目的

　　  　　　　　　　　　同左

２　取引に係るリスクの内容

　　　当社グループの実施する為替予約及び通貨スワップ

取引は将来の為替変動に伴う市場価格変動リスクを

有しております。また、当社グループの取引相手先は

信用度の高い金融機関に限定しており、信用リスク

はほとんどないと判断しております。

２　取引に係るリスクの内容

　　　　　　　　　　　　同左

３　取引に係るリスク管理体制

　　　継続的に行われる通常の売上・仕入の取引は、ほぼ取

引が均衡しリスクが回避されているので、原則とし

て為替予約を行わないこととし、それ以外の単発的

で、かつ、一定額以上の取引について、所管部門の依

頼にもとづき財務部門が為替予約または通貨スワッ

プを行うこととし、相互にチェックすることにより

リスク管理を行っております。

３　取引に係るリスク管理体制

　　　　　　　　　　　　同左

　

２　取引の時価等に関する事項

通貨関連

対象物
の種類

取引の種類

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

通貨

スワップ取引
　日本円(受取) 2,047

△   517△   517
1,791

△   582△   582
　タイバーツ(支払)

百万バーツ

773
百万バーツ

677

合計 ― △   517△   517 ― △   582△   582

(注)　時価は、デリバティブ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。
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(退職給付関係)
　
１　採用している退職給付制度の概要

　
前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社及び一部の海外連結子会社で確定拠出型年金制度を導入しております。また、一部の国内連結子

会社は退職一時金制度を設け、一部の国内連結子会社は中小企業退職金共済制度に加入しております。

当連結会計年度末現在、連結子会社全体で退職一時金制度については５社(前連結会計年度末現在５

社)が有しております。

なお、当社の厚生年金基金は、平成18年12月27日付で清算が結了いたしました。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社及び一部の海外連結子会社で確定拠出型年金制度を導入しております。また、一部の国内連結子

会社は退職一時金制度を設け、一部の国内連結子会社は中小企業退職金共済制度に加入しております。

当連結会計年度末現在、連結子会社全体で退職一時金制度については５社(前連結会計年度末現在５

社)が有しております。

　

２　退職給付債務に関する事項
　

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

イ　退職給付債務(百万円) △   274 △ 297

ロ　年金資産(百万円) ─ ─

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ)(百万円) △   274 △ 297

ニ　連結貸借対照表計上額純額(ハ)(百万円) △   274 △ 297

ホ　退職給付引当金(百万円) △   274 △ 297

　

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

(注)　連結子会社分であり、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。

(注)　連結子会社分であり、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。　

　

３　退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

イ　勤務費用(百万円) 83 75

ロ　その他(百万円) 236 239

ハ　退職給付費用(イ＋ロ)(百万円) 320 315

　

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ　勤務費用」に計上して

おります。

２　「ロ　その他」は確定拠出年金への掛金拠

出額であります。

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ　勤務費用」に計上して

おります。

２　「ロ　その他」は確定拠出年金への掛金拠

出額であります。
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(ストック・オプション等関係)

　

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　自平成19年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　自平成20年３月31日）

該当事項はありません。

　

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

長期未払金 1,404百万円

固定資産未実現利益 557

たな卸資産未実現利益 233

投資有価証券 185

賞与引当金 157

減損損失 114

未払事業税 100

役員退職慰労引当金 7

その他 323

繰延税金資産小計 3,083

評価性引当額 △   412

繰延税金資産合計 2,670

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 4,977

固定資産圧縮積立金 △   565

その他 364

繰延税金負債合計 △ 5,178

繰延税金資産(負債)の純額 △ 2,507
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

長期未払金 1,008百万円

固定資産未実現利益 603

たな卸資産未実現利益 283

投資有価証券 185

賞与引当金 150

未払事業税 14

役員退職慰労引当金 7

その他 469

繰延税金資産小計 2,723

評価性引当額 △   614

繰延税金資産合計 2,109

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 3,303

固定資産圧縮積立金 △   559

その他 456

繰延税金負債合計 △ 3,406

繰延税金資産(負債)の純額 △ 1,298
　

　　(注)　当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。

流動資産―繰延税金資産 577百万円

固定負債―繰延税金負債 △ 3,084

　　(注)　当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。

流動資産―繰延税金資産 485百万円

固定負債―繰延税金負債 △ 1,783

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.6

住民税の均等割額 0.4

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△ 0.5

海外子会社税率差異 △ 0.5

未認識繰越欠損金 1.1

  その他 3.8

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

45.5

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の100分の５以下であるた

め、記載を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

項目
ベルト事業
(百万円)

化成品事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に
対する売上高

48,693 15,582 7,814 72,090 ― 72,090

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

426 46 2,436 2,910 (2,910) ―

計 49,120 15,628 10,251 75,000 (2,910)72,090

営業費用 42,233 15,179 9,871 67,285 (8) 67,276

営業利益 6,886 449 379 7,715 (2,901)4,813

Ⅱ　資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 54,691 2,228 6,256 63,176 19,100 82,276

減価償却費 2,920 1,118 87 4,125 532 4,658

減損損失 ― ― ― ― 281 281

資本的支出 4,738 592 27 5,357 166 5,524

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

　(1) ベルト事業……Ｖ型ベルト、歯付ベルト、伝動機器・装置、運搬ベルト及び装置、ポリウレタン製工業用品、そ

の他ベルト

　(2) 化成品事業……自動車内装部品、自動車外装部品、エンジニアリング ストラクチュラル フォーム

　(3) その他の事業…建材、合成樹脂素材、その他

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,755百万円で、親会社の本社部門

(社長室、管理部、財務部、購買部、総務部等)に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は19,963百万円であり、その主なものは、親会社の余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び本社部門に係る資産等であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

                         

項目
ベルト事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に
対する売上高

49,812 8,408 58,221 ─ 58,221

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

11 1,806 1,818 (1,818) ─

計 49,824 10,215 60,039 (1,818) 58,221

営業費用 43,478 10,033 53,511 817 54,329

営業利益 6,345 182 6,527 (2,636) 3,891

Ⅱ　資産、減価償却費、
及び資本的支出

資産 55,289 7,399 62,688 16,631 79,320

減価償却費 3,109 123 3,233 525 3,759

資本的支出 2,671 138 2,809 186 2,996

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

　(1) ベルト事業……Ｖ型ベルト、歯付ベルト、伝動機器・装置、運搬ベルト及び装置、ポリウレタン製工業用品、そ

の他ベルト

　(2) その他の事業…建材、合成樹脂素材、エンジニアリング ストラクチュラル フォーム、その他

３　事業区分の変更

　　事業区分については、従来、「ベルト事業」、「化成品事業」及び「その他の事業」の３事業に区分していたが、

当連結会計年度より「ベルト事業」及び「その他の事業」の２区分に変更しております。

この変更は、化成品事業のうち自動車内装・外装部品に係る事業を営んでいた子会社三ツ星ベルト化成品㈱

の全株式を、平成18年９月29日を譲渡期日とし、ＩＡＣグループジャパン社に譲渡したことに伴い、化成品事

業の重要性が低下したため、エンジニアリング ストラクチュラル フォームに係る事業を「その他の事業」

に統合したものであります。

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区

分した場合の影響は軽微であります。

４　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は3,022百万円で、親会社の本社部門

(社長室、管理部、財務部、購買部、総務部等)に係る費用であります。

５　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は19,335百万円であり、その主なものは、親会社の余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び本社部門に係る資産等であります。

６　追加情報

　　重要な減価償却資産の減価償却の方法

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方法　有形固定資産」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社は、法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった

場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、「ベルト事業」が123百万円、「その他の事業」が20百万円、

「消去又は全社」が９百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

項目
日本
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 54,186 17,904 72,090 ― 72,090

(2) セグメント間の内部売上高 7,168 2,250 9,418 (9,418) ―

計 61,354 20,155 81,509 (9,418)72,090

営業費用 53,623 20,369 73,993 (6,716)67,276

営業利益 7,730 (214) 7,515 (2,702) 4,813

Ⅱ　資産 42,454 19,858 62,313 19,963 82,276

(注) １　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,755百万円であり、親会社の本社部

門(社長室、管理部、財務部、購買部、総務部等)に係る費用であります。

２　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は19,963百万円であり、その主なものは、親会社の余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び本社部門に係る資産等であります。

３　当連結会計年度における所在地別セグメント情報で、日本以外の地域についてはいずれも10％未満であるため

「その他の地域」(北米、東南アジア、ヨーロッパ)として一括して記載しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

項目
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 39,4378,913 9,87158,221 ─ 58,221

(2) セグメント間の内部売上高 8,130 4,040 30 12,201(12,201) ─

計 47,56712,953 9,90170,422(12,201)58,221

営業費用 40,91813,129 9,89963,947 (9,617)54,329

営業利益 6,648 (175) 2 6,475 (2,583)3,891

Ⅱ　資産 40,05314,581 5,34859,984 19,33579,320

(注) １　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は3,022百万円であり、親会社の本社部

門(社長室、管理部、財務部、購買部、総務部等)に係る費用であります。

２　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は19,335百万円であり、その主なものは、親会社の余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び本社部門に係る資産等であります。

３　従来、日本以外の地域についてはいずれも10％未満であるため「その他の地域」(北米、東南アジア、ヨーロッ

パ)として一括して記載していたが、「アジア」の重要性が増したため、当連結会計年度より区分して表示し

ております。

　(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

　(2) 日本以外の区分に属する主な国又は地域

　　　アジア……タイ、インドネシア、中国ほか

　　　その他の地域……アメリカ、ヨーロッパ

４　追加情報

    重要な減価償却資産の減価償却の方法 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方法　有形固定資産」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社は、法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった

場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本が153百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 8,369 10,693 19,063

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ ─ 72,090

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 11.6 14.8 26.4

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び、各区分に属する主な国又は地域

(1)　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

(2)　各区分に属する主な国又は地域

　　　アジア・・・・・・タイ、インドネシアほか

　　　その他・・・・・・アメリカ、ヨーロッパほか

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 8,634 10,941 19,575

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ ─ 58,221

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 14.8 18.8 33.6

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び、各区分に属する主な国又は地域

(1)　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

(2)　各区分に属する主な国又は地域

　　　アジア……タイ、インドネシアほか

　　　その他……アメリカ、ヨーロッパほか
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所 資本金
事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者

真下　智司 ─ ─

当社取締役

三ツ星化成品
㈱代表取締役
社長　　　

なし ─ ─

三ツ星化成品
㈱への役務提
供取引その他

不動産賃貸取
引

設備売上取引

151
　
　

21
　

82

受取手形及
び売掛金

その他の流
動資産

預り保証金

86
　

108
 

500

取引条件の決定方針

真下智司が三ツ星化成品㈱の代表者として行った取引であり、取引条件は当社と関係を有しない他の当事者と同様の

条件によっております。

(注)　取引金額には消費税等は含まれていないが、期末残高には消費税等が含まれております。　

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所 資本金
事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者

真下　智司 ─ ─

当社取締役

三ツ星化成品
㈱代表取締役
社長　　　

なし ─ ─

三ツ星化成品
㈱への役務提
供取引その他

不動産賃貸取
引

76

 

10
 

─ ─

取引条件の決定方針

真下智司が三ツ星化成品㈱の代表者として行った取引であり、取引条件は当社と関係を有しない他の当事者と同様の

条件によっております。

(注) １　真下智司は、平成19年６月27日をもって当社取締役を退任しましたので、関連当事者に該当しなくなった後の

取引については上表に含めておりません。

２　取引金額には消費税等は含まれておりません。　

　

　

(企業結合等関係)

　

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　自平成19年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　自平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 624円52銭 597円70銭

１株当たり当期純利益金額 49円08銭 18円58銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。

(注) １　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 48,423 46,275

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

945 848

　(うち少数株主持分) (945) (848)

普通株式に係る期末の純資産額
(百万円)

47,477 45,427

１株当たり純資産額の算定に
用いられた期末の普通株式の数(千株)

76,022 76,003

　

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益(百万円) 3,777 1,412

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,777 1,412

普通株式の期中平均株式数(千株) 76,981 76,011
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 3,267 3,612 2.7 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,531 1,650 1.2 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

4,886 6,274 1.3
平成21年４月30日～
平成26年12月31日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

─ ─ ─ ─

その他の有利子負債
　預り保証金

710 720 0.7 ―

合計 10,396 12,258 ― ―

(注) １　平均利率は期末加重平均利率によっております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

　

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金
(百万円)

1,435 1,525 887 1,420

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 8,541 8,842

　２　受取手形 ※３ 1,894 2,442

　３　売掛金 ※１ 15,749 14,137

　４　製品 1,748 1,861

　５　原材料 184 339

　６　仕掛品 841 919

　７　貯蔵品 73 171

　８　前払費用 1 ─

　９　繰延税金資産 329 227

　10　短期貸付金 ※１ 6,288 6,799

　11　その他 1,668 2,017

　12　貸倒引当金 △   129 △   103

　　　流動資産合計 37,19246.4 37,65649.6

Ⅱ　固定資産

 (1) 有形固定資産

　１　建物 13,293 13,588

　　　減価償却累計額 7,642 5,651 7,952 5,635

　２　構築物 ※２ 1,541 1,587

　　　減価償却累計額 1,144 397 1,183 403

　３　機械及び装置 ※２ 15,937 16,504

　　　減価償却累計額 13,614 2,323 13,919 2,584

　４　車両及び運搬具 141 137

　　　減価償却累計額 119 22 102 34

　５　工具器具備品 9,065 9,339

　　　減価償却累計額 7,511 1,554 7,868 1,471

　６　土地 3,483 3,312

　７　建設仮勘定 293 161

　　　有形固定資産合計 13,72517.1 13,60317.9

 (2) 無形固定資産

　１　特許権 0 0

　２　借地権 12 12

　３　電話加入権 26 26

　４　その他 17 13

　　　無形固定資産合計 57 0.1 53 0.1
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

　１　投資有価証券 16,038 11,137

　２　関係会社株式 10,828 11,514

　３　従業員長期貸付金 0 ─

　４　関係会社長期貸付金 2,905 2,617

　５　破産更生債権等 53 51

　６　その他 240 237

　７　貸倒引当金 △    59 △    56

　８　株式評価引当金 ※１ △   871 △   891

　　　投資その他の資産合計 29,13736.4 24,61032.4

　　　固定資産合計 42,92053.6 38,26750.4

　　　資産合計 80,112100 75,924100
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※１ 455 416

　２　買掛金 ※１ 9,007 9,368

　３　短期借入金 2,303 2,303

　４　１年内に返済予定
　　　の長期借入金

1,459 1,650

　５　未払金 2,921 2,907

　６　未払費用 656 654

　７　未払法人税等 878 25

　８　預り金 ※１ 3,399 2,302

　９　賞与引当金 386 371

　10　設備関係支払手形 116 69

　11　その他 211 173

　　　流動負債合計 21,79327.2 20,24226.7

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 4,886 6,274

　２　長期未払金 3,919 3,055

　３　繰延税金負債 3,029 2,386

　４　預り保証金 651 656

　　　固定負債合計 12,48715.6 12,37216.3

　　　負債合計 34,28142.8 32,61543.0

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 8,15010.2 8,15010.7

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 2,037 2,037

　　(2) その他資本剰余金 7,842 7,841

　　　資本剰余金合計 9,88012.3 9,87913.0

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　価格変動積立金 150 150

　　　　海外投資損失積立金 258 258

　　　　固定資産圧縮積立金 780 739

　　　　特別償却積立金 32 21

　　　　別途積立金 2,019 2,019

　　　　繰越利益剰余金 19,867 19,853

　　　利益剰余金合計 23,10728.8 23,04230.4

　４　自己株式 △ 2,577△ 3.2 △ 2,588△ 3.4

　　　株主資本合計 38,56048.1 38,48350.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

7,271 4,825

　　　評価・換算差額等合計 7,2719.1 4,8256.3

　　　純資産合計 45,83157.2 43,30857.0

　　　負債純資産合計 80,112100 75,924100
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※４ 42,401100 42,636100

Ⅱ　売上原価

　１　期首製品たな卸高 1,491 1,748

　２　当期製品製造原価 ※６ 15,943 16,647

　３　外注製品受入高等 17,236 16,838

　　　合計 34,671  35,234

　４　他勘定振替高 ※１ △    57 22

　５　期末製品たな卸高 1,748 1,861

　６　原価差額調整額 ※２ △   121 32,85977.5 △    99 33,25078.0

　　　売上総利益 9,54122.5 9,38522.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※3.6 6,68015.8 6,40315.0

　　　営業利益 2,8616.7 2,9827.0

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※４ 309 351

　２　受取配当金 ※４ 899 802

　３　不動産賃貸料 ※４ 470 465

　４　為替差益 202 ─

　５　技術援助料等受入益 ※４ 216 216

　６　団体生命保険金等受入益 27 22

　７　雑収入 734 2,8616.8 739 2,5976.1

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 127 134

　２　不動産賃貸原価 156 211

　３　固定資産除却損 60 40

　４　為替差損 ─ 1,365

　５　雑支出 68 413 1.0 333 2,0854.9

　　　経常利益 5,30912.5 3,4948.2
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　関係会社株式売却益 2,187 ―

　２　株式評価引当金戻入益 ※４ 161 2,3485.6 ― ― ―

Ⅶ　特別損失

　１　子会社支援損 ※４ 285 ―

　２　工場再編費用 ※５ 337 ―

　３　減損損失 ※７ 281 ―

　４　厚生年金基金清算損 188 ―

　５　投資有価証券評価損 ― 1,0932.6 966 966 2.3

　　　税引前当期純利益 6,56415.5 2,5285.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

1,953 18

　　　法人税等調整額 406 2,3595.6 1,131 1,1492.7

　　　当期純利益 4,2049.9 1,3793.2
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　　原材料費 6,36739.5 6,71039.9

　　労務費 4,47927.8 4,34225.9

　　経費 5,27632.7 5,73834.2

　　(うち減価償却費) (932)(5.8) (1,162)(6.9)

　　(うち外注加工費) (2,260)(14.0) (2,484)(14.8)

　　当期総製造費用 16,123100 16,792100

　　期首仕掛品たな卸高 899 841

合計 17,023 17,634

　　他勘定振替高 ※ 237 66

　　期末仕掛品たな卸高 841 919

　　当期製品製造原価 15,943 16,647

(注) １　※この内訳は次のとおりであります。

　

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

建設仮勘定等有形固定資産への振替高 92 67

広告宣伝費(見本費)等　　　〃 141 △     7

原価差額の仕掛品調整高 4 7

計 237 66

　

２　原価計算方法

　　当社の原価計算は、大蔵省企業会計審議会中間報告(昭和37年11月８日)「原価計算基準」に準拠し一部当社の

特異性を採り入れた工程部門別総合計算方法によっております。

　　即ち、原材料費、労務費、経費の一部については予定によって計算し、製品及び仕掛品の入出庫については予定価

格で計算を行っております。その結果、実際原価との差額は原価差額勘定として把握しその調整額を財務諸表

等規則に準じて表示しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

　

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,150 2,037 7,843 9,880

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩
　(注)
　固定資産圧縮積立金の積立
　(注)

　固定資産圧縮積立金の取崩

　固定資産圧縮積立金の積立

　特別償却積立金の取崩 (注)

　特別償却積立金の積立 (注)

　特別償却積立金の取崩

　剰余金の配当 (注）

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 △     0 △     0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

─ ─ △     0 △     0

平成19年３月31日残高(百万円) 8,150 2,037 7,842 9,880

　

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計価格変動

積立金
海外投資
損失積立金

固定資産
圧縮積立金

特別償却
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 150 258 817 41 2,01916,85820,144△ 1,45436,720

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩
　(注)

△    54 54 ─ ─

　固定資産圧縮積立金の積立
　(注)

20 △    20 ─ ─

　固定資産圧縮積立金の取崩 △    50 50 ─ ─

　固定資産圧縮積立金の積立 47 △    47 ─ ─

　特別償却積立金の取崩 (注) △    12 12 ─ ─

　特別償却積立金の積立 (注) 17 △    17 ─ ─

　特別償却積立金の取崩 △    14 14 ─ ─

　剰余金の配当 (注） △   621△   621 △   621

　剰余金の配当 △   621△   621 △   621

　当期純利益 4,204 4,204 4,204

　自己株式の取得 △ 1,124△ 1,124

　自己株式の処分 1 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

─ ─ △    37△     9 ─ 3,008 2,962△ 1,1221,839

平成19年３月31日残高(百万円) 150 258 780 32 2,01919,86723,107△ 2,57738,560
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評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,330 8,330 45,051

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩
　(注)

─

　固定資産圧縮積立金の積立
　(注)

─

　固定資産圧縮積立金の取崩 ─

　固定資産圧縮積立金の積立 ─

  特別償却積立金の取崩 (注) ─

　特別償却積立金の積立 (注) ─

  特別償却積立金の取崩 ─

　剰余金の配当 (注） △   621

　剰余金の配当 △   621

　当期純利益 4,204

　自己株式の取得 △ 1,124

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 1,059 △ 1,059 △ 1,059

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△ 1,059 △ 1,059 780

平成19年３月31日残高(百万円) 7,271 7,271 45,831

　
(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 8,150 2,037 7,842 9,880

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩

　特別償却積立金の取崩

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 △     1 △     1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

─ ─ △     1 △     1

平成20年３月31日残高(百万円) 8,150 2,037 7,841 9,879

　

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計価格変動

積立金
海外投資
損失積立金

固定資産
圧縮積立金

特別償却
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 150 258 780 32 2,01919,86723,107△ 2,57738,560

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △    40 40 ─ ─

　特別償却積立金の取崩 △    10 10 ─ ─

　剰余金の配当 △ 1,444△ 1,444 △ 1,444

　当期純利益 1,379 1,379 1,379

　自己株式の取得 △    14△    14

　自己株式の処分 3 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

─ ─ △    40△    10 ─ △    13△    64△    11△    76

平成20年３月31日残高(百万円) 150 258 739 21 2,01919,85323,042△2,58838,483

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 7,271 7,271 45,831

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 ─

　特別償却積立金の取崩 ─

　剰余金の配当 △ 1,444

　当期純利益 1,379

　自己株式の取得  △    14

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 2,445 △ 2,445 △ 2,445

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△ 2,445 △ 2,445 △ 2,522

平成20年３月31日残高(百万円) 4,825 4,825 43,308
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重要な会計方針

　

項目 前事業年度 当事業年度

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　……移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　……同左

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの

　　……期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定し

ております。)

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの

　　……同左

②　時価のないもの

　　……移動平均法による原価法

②　時価のないもの

　　……同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

　総平均法による原価法

商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以後の新

規取得建物(附属設備を除く)、製造

用金型の一部及び関係会社賃貸資産

のうち特定の資産については、定額

法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び

車両運搬具
３～10年

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以後の新

規取得建物(附属設備を除く)及び関

係会社賃貸資産のうち特定の資産に

ついては、定額法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び

車両運搬具
３～10年

 (会計方針の変更)

　　法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。なお、これによ

る損益に与える影響は軽微でありま

す。

 (追加情報)

　　法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

　この結果、従来の方法に比べ、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ153百万円減少してお

ります。

(2) 無形固定資産

　　定額法

(2) 無形固定資産

同左

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左
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項目 前事業年度 当事業年度

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 株式評価引当金

　　子会社及びこれに準ずる当社と密接

な関係を有する投資先の株式の価値

減少による損失に備えるため、その

資産内容等を考慮して、帳簿価額と

実質価額との差額を計上しておりま

す。

(2) 株式評価引当金

同左

(3) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため、

当事業年度に負担すべき支給見込額

を計上しております。

(3) 賞与引当金

同左

(4) 退職給付引当金

─

　　なお、平成18年12月27日付での厚生

年金基金の清算結了に伴い、平成17

年４月１日新退職金制度移行時点で

の過去分の退職金の債務確定分を長

期未払金（１年内支払予定額は未払

金）に計上しております。

─

　

　　　

(5) 役員退職慰労引当金

─

　　なお、前事業年度末まで「役員退職

慰労引当金」に含めて表示していた

役員退職慰労金の退任時までの支払

留保金額は、監査第一委員会報告第

42号「租税特別措置法上の準備金及

び特別法上の引当金又は準備金に関

する監査上の取扱い」の改正につい

て(平成19年４月13日　日本公認会計

士協会)の公表に伴い、長期未払金

(１年内支給予定額は未払金)に計上

しております。

なお、前事業年度の役員退職慰労引

当金に含まれる長期未払金(１年内

支給予定額を含む。)は335百万円で

あります。

─

　　

　  

６　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1) 消費税等の会計処理方法

　　税抜処理によっております。

(1) 消費税等の会計処理方法

同左

(2) 請負工事の収益計上基準

　　請負工事の収益計上基準は、工事完

成基準を採用しております。ただし、

長期請負工事の一部(工期１年以上

かつ請負金額１億円以上)について

は、工事進行基準を適用しておりま

す。

(2) 請負工事の収益計上基準

同左
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重要な会計方針の変更

　

前事業年度 当事業年度

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日)を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は45,831百万

円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正に伴い、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。

―
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　関係会社に係る資産・負債

　　　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

流動資産

売掛金(百万円) 11,747

短期貸付金(百万円) 6,288

固定資産

株式評価引当金(百万円) △   871

流動負債

支払手形(百万円) 165

買掛金(百万円) 4,100

預り金(百万円) 2,107

※１　関係会社に係る資産・負債

　　　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。

流動資産

売掛金(百万円) 10,328

短期貸付金(百万円) 6,799

固定資産

株式評価引当金(百万円) △ 　891

流動負債

支払手形(百万円) 67

買掛金(百万円) 3,994

預り金(百万円) 2,152

※２　国庫補助金等受入に係る圧縮記帳額が次の科目の

取得価額から減額されております。

科目 金額(百万円)

構築物 2

機械及び装置 20

計 23

※２　国庫補助金等受入に係る圧縮記帳額が次の科目の

取得価額から減額されております。

科目 金額(百万円)

構築物 2

機械及び装置 20

計 23

※３　当事業年度末日満期手形の会計処理

　当事業年度末日は金融機関の休日であったが、当事

業年度末日に満期となる手形については、満期日に

決済があったものとして処理しており、その金額は

次のとおりであります。

　受取手形 279百万円

※３　　　　　　　　　　―
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　この内訳は次のとおりであります。

項目 金額(百万円)

経費等への振替高 △    64

原価差額の製品調整高 6

計 △    57

　

※１　この内訳は次のとおりであります。

項目 金額(百万円)

経費等への振替高 13

原価差額の製品調整高 9

計 22

　
※２　原価差額の調整

　(1) 原価差額の内訳

差額の種類
差額(△益)
(百万円)

原材料費差額 202

労務費差額 △     1

経費差額 10

仕掛品差額 △   344

計 △   132

　

※２　原価差額の調整

　(1) 原価差額の内訳

差額の種類
差額(△益)
(百万円)

原材料費差額 163

労務費差額 △     5

経費差額 8

仕掛品差額 △   282

計 △   116

　
　(2) 上記の原価差額を次のとおり調整しております。

科目 金額(百万円)

売上原価 △   121

製品 △     6

仕掛品 △     4

計 △   132

　

　(2) 上記の原価差額を次のとおり調整しております。

科目 金額(百万円)

売上原価 △    99

製品 △     9

仕掛品 △     7

計 △   116

　
※３　販売費に属する費用のおおよその割合は53％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

47％であります。主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

費目 金額(百万円)

荷造運送費 1,416

広告宣伝費 178

旅費交通費 233

従業員給料 1,489

賞与手当 521

賞与引当金繰入額 163

選択退職加算金 25

退職給付費用 101

福利費 403

賃借・リース料 153

減価償却費 389

手数料 393

　

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は56％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

44％であります。主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

費目 金額(百万円)

荷造運送費 1,477

広告宣伝費 171

旅費交通費 224

従業員給料 1,383

賞与手当 492

賞与引当金繰入額 159

選択退職加算金 21

退職給付費用 100

福利費 396

賃借・リース料 158

減価償却費 309

手数料 347

　

EDINET提出書類

三ツ星ベルト株式会社(E01098)

有価証券報告書

76/95



　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※４　関係会社に係る収益・費用

　　　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ております。

売上高 売上高(百万円) 21,587

営業外
収益

受取利息及び配当金
(百万円)

960

不動産賃貸料(百万円) 400

技術援助料等受入益
(百万円)

216

特別
利益

株式評価引当金戻入益
(百万円)

161

特別
損失

子会社支援損(百万円) 285

　
　　上記以外に営業外収益の各科目の合計額で374百万円

あります。

※４　関係会社に係る収益・費用

　　　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ております。

売上高 売上高(百万円) 21,437

営業外
収益

受取利息及び配当金
(百万円)

856

不動産賃貸料(百万円) 464

技術援助料等受入益
(百万円)

216

営業外
費用

雑支出(百万円) 20

　
　　上記以外に営業外収益の各科目の合計額で324百万円

あります。

※５　工場再編費用の主な内容は、固定資産の除却費

　及び移設費であります。

※５　　　　　　　　　　─

※６　研究開発費の総額

　　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費　

　　　　　　　　　　　　　2,240百万円

※６　研究開発費の総額

　　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費　

　　　　　　　　　　　　　2,169百万円

※７　減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産について、減

損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

滋賀県
高島市

滋賀試験
センター

建物及び
構築物

234

土地 45

その他 2

合計 281

　　　当社は、管理会計上の区分を基準にグルーピングを

行っているが、当事業年度において共用資産であっ

た滋賀試験センターについて事業所再編の結果、遊

休となり売却予定となったため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。なお、当該売却予定資産

についての回収可能価額は正味売却可能価額に基づ

き算定しております。

※７                    ─
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

　株式数(千株) 　増加株式数(千株) 　減少株式数(千株) 　株式数(千株)

　　自己株式

普通株式 1,539 1,648 2 3,185

合計 1,539 1,648 2 3,185

　
(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、市場買付による増加1,621千株及び単元未満株式の買取りによる増加

27千株であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

　株式数(千株) 　増加株式数(千株) 　減少株式数(千株) 　株式数(千株)

　　自己株式

普通株式 3,185 22 3 3,204

合計 3,185 22 3 3,204

　
(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

　

(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。　

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。　

２　オペレーティング・リース取引

　　該当事項はありません。

２　オペレーティング・リース取引

　　該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま
せん。

同左
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　

繰延税金資産

賞与引当金 156百万円

投資有価証券 185

長期未払金 1,404

株式評価引当金 353

関係会社株式 539

貸倒引当金 50

未払事業税 82

　減損損失 114

その他 122

繰延税金資産小計 3,010

評価性引当額 △   185

繰延税金資産合計 2,824

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △ 4,969

　固定資産圧縮積立金 △   533

　特別償却積立金 △    22

繰延税金負債合計 △ 5,525

繰延税金資産(負債)の純額 △ 2,700

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　

繰延税金資産

賞与引当金 150百万円

投資有価証券 258

長期未払金 1,008

株式評価引当金 361

関係会社株式 154

貸倒引当金 39

その他 107

繰延税金資産小計 2,080

評価性引当額 △   422

繰延税金資産合計 1,658

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △ 3,298

　固定資産圧縮積立金 △   505

　特別償却積立金 △    14

繰延税金負債合計 △ 3,818

繰延税金資産(負債)の純額 △ 2,159

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.6

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△ 3.8

その他 △ 1.5

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

35.9

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.6

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△ 8.1

評価性引当額の増減 16.7

その他 △ 5.4

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

45.4

　

　

　

(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目 前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 602円86銭 569円82銭

１株当たり当期純利益金額 54円62銭 18円15銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。

(注)　１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 45,831 43,308

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

─ ─

普通株式に係る期末の純資産額
(百万円)

45,831 43,308

１株当たり純資産額の算定に
用いられた期末の普通株式の数(千株)

76,022 76,003

　

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益(百万円) 4,204 1,379

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,204 1,379

普通株式の期中平均株式数(千株) 76,981 76,011
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

(その他有価証券)

トヨタ自動車㈱ 696,655 3,462

ＪＳＲ㈱ 807,084 1,819

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

2,100,240 1,806

㈱日伝 333,600 798

東海ゴム工業㈱ 513,692 737

西松建設㈱ 3,000,000 642

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 72,600 378

帝人㈱ 740,945 311

ＴＩＳ㈱ 122,000 246

住友信託銀行㈱ 302,260 207

㈱三井住友フィナンシャルグ
ループ

193 126

㈱日産車体 146,000 113

その他(54銘柄) 959,024 486

計 9,794,293 11,137

(注)　銘柄別による貸借対照表計上額が当社資本金(8,150百万円)の１％(81百万円)以下のものは一括記載いたしまし

た。
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末残高
(百万円)

有形固定資産

建物 13,293※1 374 80 13,588 7,952 379 5,635

構築物 1,541 51 5 1,587 1,183 44 403

機械及び装置 15,937※2 878 311 16,504 13,919 575 2,584

車両及び運搬具 141 27 31 137 102 12 34

工具器具備品 9,065※3 583 309 9,339 7,868 636 1,471

土地 3,483 ─ ※4 170 3,312 ─ ─ 3,312

建設仮勘定 293 2,008※5 2,140 161 ─ ─ 161

有形固定資産計 43,757 3,923 3,049 44,631 31,027 1,648 13,603

無形固定資産

特許権 ― ― ― 2 ─ 0 0

借地権 ― ― ― 12 ─ ─ 12

電話加入権 ― ― ― 26 ─ ─ 26

その他 ― ― ― 42 ─ 4 13

無形固定資産計 ― ― ― 83 ─ 4 53

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　当期増加額の主なものは次のとおりであります。

※１ 綾部事業所 建屋増設 257百万円

※２ 名古屋工場 建材製造設備 54　〃

四国工場 精練設備 173　〃

ベルト製造設備 111　〃

精練設備 79　〃

ベルト製造設備 69　〃

建材製造設備 62　〃

綾部事業所 試験研究設備 101　〃

※３ 神戸事業所 工場内環境整備 75　〃

各工場において使用する金型等の取得 240　〃

２　当期減少額の主なものは次のとおりであります。

※４
滋賀試験センター　土地売却　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 170百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

※５　各資産科目への振替額であります。

３　無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略いたしました。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 188 108 2 ※ 134 160

株式評価引当金 871 20 ─ ─ 891

賞与引当金 386 371 386 ─ 371

(注) ※　一般債権の貸倒実績率による洗替計算の取り崩し額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

１　資産の部

イ　現金及び預金

　

項目 内訳 金額(百万円)

現金 保有高 1

預金

当座預金
　　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行ほか９行

115

普通預金
　　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行ほか４行

2,275

定期預金
　　㈱三菱ＵＦＪ信託銀行ほか２行

3,500

通知預金
　　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行ほか１行

2,950

小計 8,840

計 8,842

　

ロ　受取手形

ａ　相手先別

　

相手先 金額(百万円)

東洋ゴム化工品販売㈱ 342

㈱ヤマカミ 287

西部ゴム㈱ 190

㈱カテックス 149

大野ゴム工業㈱ 147

その他 1,324

計 2,442

　

ｂ　期日別

　
平成20年４月
(百万円)

５月
(百万円)

６月
(百万円)

７月
(百万円)

８月
(百万円)

９月以降
(百万円)

計
(百万円)

638 608 704 451 35 3 2,442
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ハ　売掛金

ａ　相手先別
　

相手先 金額(百万円)

三ツ星ベルト販賣㈱ 6,148

エム・ビー・エル(ユー・エス・エー)
コーポレーション

759

エム・ビー・エル(ヨーロッパ)ビー・ブイ 565

三ツ星ベルト技研㈱ 510

三ツ星ベルトコンベヤ㈱ 487

その他 5,666

計 14,137

　

ｂ　滞留状況並びに回収状況
　

期首残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率
(％)

滞留期間
(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

15,749 44,480 46,092 14,137 76.5 123.0

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。

　

ニ　製品

　

内訳 金額(百万円)

ベルト 1,390

その他 393

原価差額調整額 △     9

製品計 1,775

商品 86

計 1,861

　

ホ　原材料
　

内訳 金額(百万円)

ゴム 147

帆布・ロープ 117

薬品・部分品 69

その他 5

計 339
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ヘ　仕掛品
　

内訳 金額(百万円)

ゴム関係 927

原価差額調整額 △     7

計 919

　
ト　貯蔵品

　

内訳 金額(百万円)

燃料 10

工場消耗品 5

補修用部品ほか 155

計 171

　
チ　短期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

ミツボシ　オーバーシーズ　ヘッドクォーターズ
プライベート　リミテッド

2,212

三ツ星ベルト技研㈱ 1,764

ピー・ティ　セイワ　インドネシア 874

三ツ星ベルトコンベヤ㈱ 485

エム・ビー・エル(ユー・エス・エー) 
コーポレーション

470

その他 991

計 6,799

　
リ　関係会社株式

　

相手先 株式数(株) 金額(百万円)

エム・ビー・エル(ユー・エス・エー)
コーポレーション

3,334,266 3,174

スターズ　テクノロジーズ　インダストリアル　
リミテッド

6,340,001 2,117

エム　オー　アイ　テック　プライベート　
リミテッド

28,905,884 1,884

三ツ星ベルト技研㈱ 8,000 1,500

ミツボシ　オーバーシーズ　ヘッドクォーターズ　
プライベート　リミテッド

7,700,000 797

その他 2,513,901 2,040

計 48,802,052 11,514

　
ヌ　関係会社長期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

スターズ　テクノロジーズ　インダストリアル
リミテッド

1,407

ピー・ティ　セイワ　インドネシア 423

三ツ星ベルト技研㈱ 397

神戸三ツ星サービス㈱ 250

ミツボシ　オーバーシーズ　ヘッドクォーターズ
プライベート　リミテッド

137

計 2,617
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２　負債の部

イ　支払手形

ａ　相手先別

　

相手先 金額(百万円)

大都産業㈱ 50

㈱澤野商店 39

三ツ星ベルト工機㈱ 36

福山通運㈱ 32

大康商事㈱ 28

その他 228

計 416

　

ｂ　期日別

　
平成20年４月
(百万円)

５月
(百万円)

６月
(百万円)

７月
(百万円)

８月
(百万円)

計
(百万円)

101 77 90 85 61 416

　

ロ　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

三ツ星ベルト技研㈱ 1,451

ＮＩ帝人商事㈱ 1,051

三ツ星ベルトコンベヤ㈱ 997

三ツ星ベルト工機㈱ 560

ＫＩＳＣＯ㈱ 480

その他 4,825

計 9,368

　

ハ　短期借入金

　

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,030

㈱三井住友銀行 528

㈱中国銀行 200

㈱みずほコーポレート銀行 160

住友信託銀行㈱ 150

その他 235

計 2,303
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ニ　設備関係支払手形

ａ　相手先別

　

相手先 金額(百万円)

三ツ星ベルト工機㈱ 23

㈱吉原工務店 12

日本電子データム㈱ 9

㈲イー・アシスト 7

㈲ウィルマシナリー 6

その他 9

計 69

　

ｂ　期日別
　
平成20年４月
(百万円)

５月
(百万円)

６月
(百万円)

７月
(百万円)

８月
(百万円)

計
(百万円)

27 13 10 14 3 69

　

ホ　長期借入金
　

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
(403)
2,345

日本政策投資銀行
(216)
1,043

日本生命保険(相)
(214)
1,015

住友生命保険(相)
(157)
870

㈱三井住友銀行
(181)
712

その他
(478)
1,939

計
(1,650)
7,925

(注)　上段(　)内の数字は内数で１年内に返済予定のものであります。
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100株未満
の株式を表示する株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

取扱場所 大阪市北区堂島浜一丁目１番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失登録申請
手数料

申請１件につき　10,000円
株券１枚につき　　 500円

単元未満株式の買取り・
買増し

取扱場所 大阪市北区堂島浜一丁目１番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法
当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
電子公告のＵＲＬ  http://www.mitsuboshi.co.jp/japan/denshi_koukoku/index.html

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主(実質株主を含む。以下同じ。)は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができない旨、定款に定めております。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（2）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

（4）単元未満株式の買増請求をする権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
(1)
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第92期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月28日
関東財務局長に提出

(2)有価証券報告書の訂正報告書

平成19年６月28日提出の有価証券報告書(第92期)に係る訂正
報告書

平成19年10月５日
関東財務局長に提出

(3)半期報告書 (第93期中) 自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月20日
関東財務局長に提出

(4)臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定
子会社の異動)に基づく臨時報告書

平成19年12月27日
関東財務局長に提出

(5)自己株券買付状況報告書 平成20年４月15日

平成20年５月15日

平成20年６月６日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

三ツ星ベルト株式会社(E01098)

有価証券報告書

91/95



独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

三ツ星ベルト株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鳥　　家　　秀　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　上　　和　　範　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　田　　博　　信　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三ツ星ベルト株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあります。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてお

ります。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでおります。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断しております。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、三ツ星ベルト株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありま

せん。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

三ツ星ベルト株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　上　　和　　範　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　田　　博　　信　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三ツ星ベルト株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあります。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてお

ります。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでおります。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断しております。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、三ツ星ベルト株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありま

せん。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

三ツ星ベルト株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鳥　　家　　秀　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　上　　和　　範　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　田　　博　　信　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三ツ星ベルト株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第92期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

ります。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めておりま

す。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでおります。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断しております。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三ツ星ベルト株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありま

せん。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

三ツ星ベルト株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　上　　和　　範　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　田　　博　　信　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている三ツ星ベルト株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第93期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにあります。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めておりま

す。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでおります。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断しております。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三ツ星ベルト株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありま

せん。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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